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定時総会

　６月２４日（火）、一般社団法人茨城県トラック協会の令和７年度定時総会を開催
しました。
　小倉会長は、「トラック事業適正化関連法が 6 月１１日に公布され、業界のあり方
を大きく変える取り組みが始まる。トラックドライバーの適切な賃金の確保とトラッ
ク運送業界の質の向上等に努めていただきたい」と挨拶し、審議に入りました。
　令和６年度事業報告（案）、収支決算報告（案）の承認及び任期満了に伴う役員の
改選についてのすべての議案は、原案のとおり承認され、これにより、不在となって
いた常務理事に鈴木事務局長が選任されました。また、小林顧問には引き続き顧問を
務めていただくことになりました。
　続いて、陸上貨物運送事業労働災害防止協会茨城県支部並びに茨城県運輸政策研究
会の定時総会が開催されました。
　来賓祝辞では、関東運輸局茨城運輸支局長の勝家省司氏が「先日、国土交通省をは
じめ５つの省庁の連名により、荷主に対し『トラック運送事業の労働環境改善に向け
たご理解とご協力のお願い』（本誌３０ページ～３３ページに掲載）の要請を発出した。
さらに、昨年公布された新物流２法と先日公布されたトラック事業適正化関連法は、
物流の持続可能性を確保するためのものであるので、物流事業者としての使命を果た
していただきたい」と挨拶されました。

　【議題】
　　第１号議案　令和６年度事業報告（案）及び収支決算報告（案）の承認について
　　報 告 事 項　公益目的支出計画実施報告書について
　　第２号議案　任期満了に伴う役員の改選について

　審議終了後、下記の方々より、ご祝辞をいただきました。

　　関東運輸局茨城運輸支局長　　　　　　　　 　勝家 省司　氏
　　茨城労働局労働基準部長　　　　　　　　　 　江口 勇次　氏
　　茨城県産業戦略部理事兼次長兼技術振興局長 　砂押 道大　氏
　　茨城県警察本部交通部参事官兼総務課長　　　 渡辺 恭秀　氏

　◇新役員は次のとおりです｡（敬称略）　 
　　会　　 長　　小倉　邦義（再任）
　　副  会 長　　小倉　重則（再任）
　　副  会 長　　塙　　正明（再任）
　　副  会 長　　中野　勝義（再任）
　　副  会 長　　大塚　　博（新任）
　　副  会 長　　小圷　正広（新任）
　　専務理事　　齋藤　　隆（再任）
　　常務理事　　鈴木　正計（新任）

　　理　　事　　細金　雅幸（再任）
　　理　　事　　柳生　秀美（再任）
　　理　　事　　上中　　聖（再任）
　　理　　事　　櫻井　宗則（再任）
　　理　　事　　川澄　昌則（再任）
　　理　　事　　望月　福男（再任）
　　理　　事　　安　　幹雄（新任）
　　理　　事　　荻谷　仁樹（新任）

※次ページに続く
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　　理　　事　　押手　宏友（新任）
　　理　　事　　萩原　　昇（再任）
　　理　　事　　小松﨑　博（再任）
　　理　　事　　原田　徳三（新任）
　　理　　事　　生熊　一志（新任）
　　理　　事　　鶴田　賢司（再任）
　　理　　事　　今泉　潤一（新任）
　　理　　事　　安達　寛人（再任）
　　理　　事　　本橋　高志（新任）
　　理　　事　　大久保文雄（再任）
　　理　　事　　箱守　伸夫（再任）
　　理　　事　　林　　　稔（再任）
　　理　　事　　西山　　勉（再任）

小倉会長 江口茨城労働局労働基準部長勝家茨城運輸支局長

砂押県産業戦略部理事
兼次長兼技術振興局長

渡辺県警交通部参事官
兼総務課長

　　理　　事　　井上　　勉（再任）
　　理　　事　　前山　　論（新任）
　　理　　事　　石塚　将年（新任）
　　理　　事　　日下部雅彦（新任）
　　理　　事　　熊谷　茂穂（新任）
　　理　　事　　石間　克彦（再任）
　　理　　事　　津久浦　隆（新任）
　　監　　事　　五来　　一（新任）
　　監　　事　　須崎　紀男（新任）
　　監　　事　　田村　昌巳（再任）
　　監　　事　　吉藤　紀夫（新任）
　　監　　事　　古賀　重徳（新任）
　　顧　　問　　小林　幹愛（再任）

※前ページの続き

会場風景

第２回理事会

　６月１０日（火）、令和７年度第２回理事会（第１回交付金運営委員会）を開催し、
提出した議案について審議し、原案のとおり承認され、６月２４日（火）の定時総会
に上程することになりました。

　【審議事項】
　〔トラック協会〕
　（１) 令和６年度事業報告（案）及び収支決算報告（案）の承認について
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第３回理事会

　６月２４日（火）、令和７年度第３回理事会を開催し、提出した議案について審議し、
原案のとおり承認され、定時総会に報告することになりました。

　【審議事項】
　〔トラック協会・陸災防茨城県支部・茨城県運輸政策研究会〕
　（１) 役職者の選定について
　（２）その他

　（２) 公益目的支出計画実施報告書の承認について
　（３) 役員及び各種委員の推薦（案）について
　（４) 令和７年度定時総会招集（案）について
　（５) 会員の新規加入・退会の承認について
　（６) 各種助成要綱の変更等の承認について
　（７) 「地方近代化基金運営」及び「総合会館等基金運営要綱」の一部改正 について
　（８) 地方近代化基金融資公募の承認について
　（９) 「持続可能なトラック物流構築に向けた研究会」アンケート回収のご協力につ
　　　いて
　(10) 施設売却検討委員会報告について
　(11) 今後の主な予定について
   （12）その他 

　〔陸災防茨城県支部〕
　（１) 令和６年度事業報告（案）及び収支決算報告（案）の承認について
　（２) 役員の推薦（案）について　
　（３) 令和７年度定時総会招集（案）について　
　（４) 会員の新規加入・退会の承認について　
　（５) その他

　〔茨城県運輸政策研究会〕
　（１) 令和６年度事業報告（案）及び
         収支決算報告（案）の承認について
　（２) 役員の推薦（案）について　
　（３) 令和７年度定時総会招集（案）について
　（４) 会員の新規加入・退会の承認について
　（５) その他
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功労者表彰

　【関東運輸局長表彰】　　　
　６月２４日（火）、横浜市開港記念会館において、関東運輸
局長による令和７年陸運及び観光関係功労者表彰式が執り行
われました。この表彰は、陸運関係事業の役員であって当該
事業の発展に寄与し、公共の福祉の増進に貢献、その功績が
顕著な年齢５３歳以上で役員歴が１８年以上の方を対象に行
われるものです。
　当協会からは２名の方が功績を認められ、栄えある表彰を
受賞されました。誠におめでとうございます。今後、ますま
すのご活躍をお祈り申し上げます。

　《受賞者》（順不同・敬称略）
　  萩原　昇（昇運輸有限会社）
     林　　稔（株式会社筑波物流）
　　　
　【茨城運輸支局長表彰】　　
　６月２６日（木）、茨自販福祉センターにおいて、関東運輸局茨城運輸支局長によ
る令和７年陸運関係功労者表彰式が執り行われました。この表彰は、陸運関係事業の
役員であって当該事業の発展に寄与し、公共の福祉の増進に貢献、その功績が顕著な
年齢５０歳以上で役員歴が１５年以上の方を対象に行われるものです。
　当協会からは４名の方が功績を認められ、栄えある表彰を受賞されました。誠にお
めでとうございます。今後、ますますのご活躍をお祈り申し上げます。
　
　《受賞者》（順不同・敬称略）
　  大塚　   博  （株式会社大塚運輸）
　  篠﨑　利雄  （明光運輸株式会社）
　  大久保文雄  （株式会社トマト）
　  鶴田　賢治  （常陽運送株式会社）
　　

萩原氏

林氏

交通事故・労働災害防止大会

　６月１５日 ( 土 )、つくば国際会議場において、茨
城県トラック協会及び陸災防茨城県支部主催による

「交通事故・労働災害防止大会」が開催され、４５４
名が参加しました。
　小倉会長の主催者挨拶の後、ご来賓の関東運輸局茨 小倉会長
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城運輸支局長の勝家省司氏、茨城労働局労働基準部長
の江口勇次氏、茨城県警察本部交通部交通総務課管理
官の平根英一氏より、それぞれの立場から説示をいた
だきました。
　続いて、陸上貨物運送事業労働災害防止協会安全管
理士の大下晃氏より、「陸運業における労働災害防止
対策（交通・荷役）」と題しての講演及び株式会社プ
ロデキューブインストラクターの溝口朝久氏より「安
全は『会話』でつなぎ『習慣』でつづける ～事故ゼ
ロ職場を仕組みと言葉でつくる～」と題しての講演が
あり、参加者は熱心に耳を傾けていました。
　最後に、来栖孝副会長兼交通・環境対策委員長から

「交通事故削減アクションプラン」の取り組み状況に
ついて説明及び安全宣言があり、終了しました。

トピックス

勝家茨城運輸支局長

会場風景

江口茨城労働局労働基準部長

平根県警交通総務課管理官 ㈱プロデキューブの溝口氏大下陸災防安全管理士

来栖副会長 会場風景

物流改正法に関する説明会

　６月２４日（火）、茨城県トラック総合会館において、
関東運輸局茨城運輸支局主催の物流改正法に関する説
明会を開催し、１０９名が参加しました。　
　令和７年４月に施行された物流改正法による荷主・
トラック運送事業者等に対する規制措置（書面交付の
義務化・実運送体制管理簿の作成等）について、事業
者が改正内容の円滑な対応が行えるよう、法の趣旨や
取り組むべき措置などの解説をしていただきました。
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　説明会は、関東運輸局茨城運輸支局長の勝家省司氏のご挨拶後、第１部では関東運
輸局交通政策部物流・環境課課長補佐の大島慎矢氏より「新物効法について」をＷｅ
ｂにてご講演いただき、第２部では関東運輸局茨城運輸支局輸送担当首席運輸企画専
門官の小菅達也氏及び運輸企画専門官の岡野颯氏より

「 改正貨物自動車運送事業法について 」のご講演をい
ただき、第３部では茨城県よろず支援拠点コーディネー
ターの小林淳氏より「茨城県よろず支援拠点について」
のご講演をいただきました。
  説明会は今後、同内容にて３回程度の開催を予定して
おります。詳細は決まり次第、ご案内します。

勝家茨城運輸支局長

小林県よろず支援拠点
コーディネーター

小菅茨城運輸支局輸送担当
首席運輸企画専門官

岡野茨城運輸支局輸送担当
運輸企画専門官

チャリティーゴルフ大会

　６月３日（火）、スターツ笠間ゴルフ俱楽部において、第２２回茨ト協チャリティー
ゴルフ大会（大会実行委員長・小倉重則副会長）を開催し、１４６名が参加しました。
　雨の中、会員相互の懇親を目的に行いましたが、表彰式等は実施しませんでした。
　チャリティー募金については、交通遺児支援金として公益財団法人交通遺児等育成
基金及び公益財団法人茨城新聞文化福祉事業団に寄付いたします。参加者の皆さま、
ありがとうございました。成績は以下のとおりでした。（敬称略）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ネット　グロス
【個人の部】	 優　勝　　大久保　艶麗 　　㈱トマト　　　 　 　６８．８　 ７６　　　　
　　　　　  準優勝　　瀧澤　　翔 　　㈱ひかる商事　　　７０．４　 ７４　　　　　
　　　　　　３　位　　常井　静美　　 　㈱巽運輸　　　　　７０．８　７８
　　　　　べスグロ　　瀧澤　　翔　  　㈱ひかる商事　　　　　　　 ７４

【団体の部】	 優　勝　　水戸支部
　　　　　　準優勝　　県西支部
　　　　　　３　位　　土浦支部

　㈱トマト　　　 　 　６８．８　７６

優勝した大久保氏
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　６月１６日 ( 月）、第１回交通・環境対策委員会を開催しました。下記議題につい
て協議し、原案のとおり承認されました。

　＜議題 >
　　（１）第４９回運転者技能競技会について　　　
　　（２) その他
　　　　①安全運転中央研修所研修申込状況について
　　　　②交通事故・労働災害防止大会について
　　　　③事業用自動車の車籍別死者数と重傷者数について

　６月１８日（水）、茨城県トラック協会研修室にお
いて、令和７年度引越部会通常総会を開催しました。
下記議案について協議し、原案のとおり承認されま
した。

　＜議題 >
　　（1）令和６年度事業報告 ( 案 ) 及び収支決算書 ( 案 ) について
　　（2）令和７年度事業計画 ( 案 ) 及び収支予算書 ( 案 ) について
　　（3）任期満了に伴う役員改選 ( 案 ) について

　６月２０日（金）、ホテルレイクビュー水戸におい
て、令和７年度海上コンテナ部会通常総会・研修会
を開催しました。下記議案について協議し、原案の
とおり承認されました。

　＜議題 >
　　（1）令和６年度事業報告 ( 案 ) 及び収支決算書
　　　　( 案 ) について
　　（2）令和７年度事業計画 ( 案 ) 及び収支予算書
　　　　( 案 ) について
　　（3）任期満了に伴う役員の改選 ( 案 ) について

　総会前の研修会では、国土交通省関東運輸局交通政策部物流・環境課課長補佐の
大島慎也氏及び関東運輸局茨城運輸支局輸送担当運輸企画専門官の岡野颯氏より「物
流改正法の概要」についてご講演をいただきました。

【交通・環境対策委員会】（熊谷寛静担当副会長・来栖孝委員長）

【引越部会】（小林一之部会長）

【海上コンテナ部会】（安幹雄部会長）

委員会・部会だより
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　総会後は研修会を開催し、( 公社 ) 全日本トラック協会輸送事業部調査役の小山誠
氏より「引越部会にかかわる活動報告について」をテーマに講演をいただきました。

　6 月７日（土）、ホテル・ザ・ウエストヒルズ・水戸
において、令和７年度総会（事業報告会）を開催し、
下記の事項について報告をしました。

　＜議題 >
　　（１）任期満了に伴う役員改選について
　　（２）令和 6 年度事業報告及び収支決算について
　　（３）令和７年度事業計画及び収支予算について
　　（４）その他

　総会後は研修会を開催しました。５６名が参加し、船井総研ロジ株式会社物流ビ
ジネス支援部評価・賃金チームの玉川豪史氏より「物流二法改正に物流企業はどう
対応すべきか　～改正内容・罰則の概要と対策のポイント～」というテーマで講演
いただきました。
　交流会には６４名が参加し、青年部会規約により年齢で退会する卒業部会員に、
感謝状贈呈式を行いました。また、部会員同士の交流を図り、情報交換を行いました。

　６月８日（日）、スターツ笠間ゴルフ倶
楽部において、令和７年度第１回チャリ
ティーゴルフコンペを開催し、２７名が参
加しました。
　当日のチャリティー募金５６，６９２円
は、交通遺児に対する義援金として公益
財団法人交通遺児等育成基金に寄付致しま
す。参加者の皆さま、ありがとうございま
した。

【青年部会　総会・研修会・交流会】（佐藤武志部会長）

【青年部会　チャリティーゴルフ】（佐藤武志部会長）

委員会・部会だより

総会風景

研修会風景 集合写真交流会風景
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　６月２３日（月）、古河市立下大野小学校において、
２年生と４年生約８０名を対象に交通安全教室を実
施しました。
　今回は、古河支部交通安全教室実行委員及び古河
警察署による合同にて行い、小倉支部長の挨拶の後、
青年部会員が講師となってトラックを使用した内輪
差による左折巻き込み事故の実演、トラック乗車体
験による運転席からの見え方や死角等の授業を行い
ました。
　さらに、古河警察署の方から交通事故防止のお話
もしていただきました。

　当日は、ハーフラウンドで行い、成績は以下のとおりでした。（敬称略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ネット	　グロス
　優　勝　　細金　日出美　㈱細金商運　　３５. ０　 ４１
　準優勝　　五来　　 一 　 東ケ峰運輸㈱　３５. ８　 ３７
　３　位　　高橋　拓雄　 霞北運輸㈱　　３６. ４　 ４６
ベスグロ　　五来　 　一 　 東ケ峰運輸㈱　　　　　　３７

【青年部会古河支部　交通安全教室】

委員会・部会だより

　６月 20 日（木）、茨城県トラック総合会館におい
て、通常総会・研修会・交流会を開催しました。
　通常総会では、下記議案について審議し、原案の
通り承認されました。

　＜議題 >
　　（１）令和６年度事業報告書及び収支決算書（案）
　　　　　について
　　（２）令和７年度事業計画書及び収支予算書（案）
　　　　 について
　　（３）役員の改選について
　　（４）その他

　総会終了後は最初に、株式会社ベストセーフティ代表取締役の石田ゆみ氏より「PEP 
TALK！～ドライバーの安全運転につながる言葉かけ～」について講演いただきました。

【女性部会　通常総会・研修会・交流会】（飯島智佳子部会長）
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支部だより

　続いて、六興実業株式会社代表取締役の段林修平
氏より「選ばれる運送会社になるために今やるべき
こと」について講演いただきました。
　最後に、ジャズサイズ水戸ベアフットクラスジャ
ズサイズフランチャイズオーナーの濱尾紀子氏を迎
え、「踊って、笑って、美しく！最高の自分に出会う！」
と題し参加者全員でジャズサイズを行いました。
　また総会・研修会終了後は、部会員同士の交流を
図るべく交流会を催し、和気あいあいの中、終了し
ました。
　女性部会としては、研修会や交通安全キャンペー
ン等の社会貢献活動に積極的に取り組んで参ります
ので、興味のある方はどうぞお気軽に事務局までご
連絡をお願いします。

　６月２５日（水）、幼保連携型認定こども園協和
なかよし園（筑西市）において、筑西警察署による
交通事故防止教室に参加しました。
　園児の皆さんに歩行のルールや、横断歩道の渡り
方について教えました。園児の皆さんは熱心に聞い
ていました。　
　今後も女性部会では、未来ある子供たちが交通事
故に遭わないよう、交通安全を呼びかけていきます。

【女性部会　交通事故防止教室】（飯島智佳子部会長）

　茨城県トラック協会各支部において、次の議案について審議する令和７年度定時
総会が開催されました。
　
　　・令和６年度事業報告及び決算報告の承認について
　　・令和７年度事業計画及び収支予算の承認について

【各支部の令和７年度定時総会】
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　◇開催結果　
　・水戸線支部　　４月１７日（木）　筑西市「県西地区研修会館研修室」
　・古河支部　　　４月２５日（金）　古河市「旬おかさと」
　・県北支部　　　５月１０日（土）　日立市「久慈サンピア日立」
　・県南支部　　　５月１４日（水）　水戸市「ホテル ･ ザ ･ ウエストヒルズ ･ 水戸」
　・石岡支部　　　５月１６日（金）　石岡市「ふれあいの里石岡 ｢ひまわりの館｣」
　・水郡線支部　　５月１７日（土）　いわき市「浜とく」
　・県西支部　　　５月１７日（土）　坂東市「坂東離宮」
　・水戸支部　　　５月１９日（月）　水戸市「茨城県トラック総合会館」
　・土浦支部　　　５月１９日（月）　土浦市「ホテルマロウド筑波」
　・常総支部　　　５月２２日（木）　つくば市「魚梅本店」
　・鹿行支部　　　５月２４日（土）　神栖市「アトンパレスホテル」
　・常陸那珂支部　５月３０日（金）　ひたちなか市「ワークプラザ勝田」
　・日立支部　　　６月２０日（金）　日立市「ホテル天地閣」

　６月８日（日）、上大野グランド（古河市）において、古河支部第３３回親善ソフ
トボール大会を開催し、１１０名が参加しました。古河支部会員事業者間の会員親
睦及び健康促進を図ることを目的に実施しました。
　７チームによるトーナメント方式で試合を行い、熱戦を繰り広げて大いに盛り上
がりました。
　なお、成績は以下のとおりでした。
　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　優　勝　大同運送㈱
　準優勝　センコー㈱Ａチーム
　３　位　㈱初見運輸倉庫

【古河支部　ソフトボール大会】（小倉邦義支部長）
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「「物物流流改改正正法法にに関関すするるブブロロッックク別別説説明明会会」」のの開開催催ににつついいてて

本年４月より、契約内容の書面化の義務付けなど適正な運賃収受を図る措置や、荷主・物流

事業者に対し、荷待ち・荷役時間の削減や積載率の向上等の取組を義務付ける措置などを盛り

込んだ制度が施行されましたので、今般、この物流改正法に加え、トラック・物流Ｇメンの取

組をご紹介する説明会を６月２４日 火 に開催したところです。

今回の法改正は、事業を運営する上で、非常に重要なものでございますので、多くの会員事

業者様が参加いただけるよう県内３地域に分けて再度説明会を開催することとしました。

つきましては、ご多用の折りとは存じますが、是非ともご参加賜りますようお願い申し上げ

ます。

記

１１．．開開催催日日時時及及びび会会場場

（１）県西・県南エリア

・日時：令和７年８月２１日 木 ～

・会場：ポリテクセンター茨城（常総市水海道高野町５９１）

・定員：１１０名

（２）鹿行エリア

・日時：令和７年８月２８日 木 ～

・会場：かみす防災アリーナ（神栖市木崎１２１９－７）

・定員：７０名

（３）県北・県央エリア

・日時：令和７年９月２２日 月 ～

・会場：茨城県トラック総合会館（水戸市見川町２４４０－１）

・定員：１２０名

上記、（１）～（３）よりご都合に合わせ選択頂きご参加下さい。

２２．．説説 明明 者者

関東運輸局 交通政策部 又は 自動車交通部 の職員（調整中）

関東運輸局 茨城運輸支局 首席運輸企画専門官（輸送担当） 小菅 達也

〃 運輸企画専門官（輸送担当） 岡野 颯

３３．．対対 象象 者者 会員事業者 計３００名

４４．．申申込込方方法法 別途「参加申込書」をご記入の上、記載のＦＡＸ番号までお申し込みください。

＜お問い合わせ先＞

一般社団法人 茨城県トラック協会 適正化事業部

（担当：福田）

電話０２９（３０３）７２０１

協会だより

「物流改正法に関するブロック別説明会」の開催について
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茨城県トラック協会 適正化事業部 あて

ＦＡＸ ０２９－３０３－７２０２

令和 年 月 日

物流改正法に関するブロック別 説明会申込書

希望されるものに○○印を記入してください。但し定員になり次第締め切ります

↓↓

令和７年８月２１日（木）開催

（１）県西・県南エリア
申込締切日 令和７年８月１８日（月）

令和７年８月２８日（木）開催

（２）鹿行エリア
申込締切日 令和７年８月２１日（木）

令和７年９月２２日（月）開催

（３）県北・県央エリア
申込締切日 令和７年９月１２日（金）

事業所

支店･営業所名

所在地

受講者

①

所属･役職

氏 名

受講者

②

所属･役職

氏 名

適正化だより協会だより
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令令和和７７年年度度各各種種助助成成事事業業ののごご案案内内

令和７年度の各種助成事業につきまして、別紙概要の通り決定しましたので取り急
ぎご案内致します。
なお、各種助成事業の詳細は、茨ト協ホームページまたは茨茨城城トトララッックク情情報報７７月月

号号同同封封のの「「助助成成事事業業ののごご案案内内」」をご参照下さい。

記記

導導入入 取取得得 期期間間 申申請請期期限限 振振込込日日

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金 １１１１月月末末

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金 １１月月末末

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月 ３３月月末末

※振込日は都合により変更する場合がありますので、予めご了承ください。

・・申申請請要要件件

１ 各助成事業の対象は、会費未納がない会員事業者とします。

２ 上記期限は、事業に係る支払等が完了し申請書類一式を提出する期限としま
す。なお、上上記記期期限限内内ででああっっててもも、、全全トト協協、、茨茨トト協協、、各各々々のの予予算算額額にに達達ししたた時時
点点でで受受付付をを終終了了ししまますす。。

３ 前前年年度度事事業業（（令令和和６６年年度度分分））をを持持ちち越越ししててのの申申請請はは出出来来まませせんん。。ままたた、、令令和和
８８年年３３月月１１６６日日～～３３月月３３１１日日ままででのの期期間間はは、、助助成成対対象象外外ととななりりまますすののでで予予めめごご
了了承承くくだだささいい。。

・・申申請請書書作作成成のの注注意意点点

１ 助助成成対対象象ととななるる価価格格（（費費用用））はは、、全全てて消消費費税税をを除除いいたた額額ととししまますす。。

２ 申請額については、茨茨トト協協ののみみの額を記入してください。（全ト協より協調
助成のある事業は、協会で一括して申請します）なお、行政からの指導によ
り、訂訂正正印印等等にによよるる申申請請額額のの訂訂正正ははででききまませせんんのでご注意ください。

３ 提提出出期期限限ままででにに申申請請書書のの提提出出がが間間にに合合わわなないい、、支支払払いいがが間間にに合合わわなないい等等のの場場
合合はは、、事事前前にに必必ずず協協会会ままででごご相相談談くくだだささいい。。

４ 県県内内にに複複数数拠拠点点をを有有すするる事事業業者者ににつついいててはは、、原原則則ととししてて本本社社ままたたはは県県内内をを統統
括括すするる支支店店等等がが取取りりままととめめのの上上、、申申請請書書をを作作成成ししててくくだだささいい。。

令和７年度各種助成事業のご案内
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・・前前年年度度かかららのの変変更更点点

①① 安安全全装装置置等等導導入入促促進進助助成成事事業業ににおおいいてて、、側側方方衝衝突突監監視視警警報報装装置置をを新新たたにに対対
象象へへ追追加加しし、、側側方方視視野野確確認認支支援援装装置置のの全全トト協協協協調調助助成成のの廃廃止止。。

②② 働働ききややすすいい職職場場認認証証取取得得助助成成ににおおいいてて、、全全トト協協のの協協調調助助成成のの廃廃止止。。

③③ 運運転転免免許許取取得得助助成成ににおおいいてて、、大大型型免免許許にに対対すするる助助成成額額をを１１５５００，，００００００円円
、、準準中中型型免免許許（（新新規規））にに対対すするる助助成成額額をを５５００，，００００００円円、、準準中中型型免免許許（（解解除除
にに対対すするる助助成成額額をを３３００，，００００００円円ににそそれれぞぞれれ増増額額しし、、特特例例講講習習（（１１００００，，００
００００円円））をを新新たたにに対対象象へへ追追加加。。
ままたた、、１１事事業業者者ああたたりりのの限限度度額額をを８８００００，，００００００円円にに増増額額。。

④④ 感感染染症症予予防防対対策策助助成成事事業業をを廃廃止止。。

【本件に関する問合せ先】
茨城県トラック協会 業務部 ＴＥＬ ０２９－３０３－６３６３
ホームページ ｢会員専用ページ｣→｢助成金情報｣
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令令和和７７年年度度「「トトララッックク運運送送業業界界ににおおけけるる点点検検整整備備推推進進運運動動」」

実実 施施 要要 領領
令和７年４月２２日

公益社団法人全日本トラック協会

第第１１．．目目的的

トラック輸送は、国民の生活や経済に不可欠な存在である一方、トラックによる交通

事故は重大事故に繋がるおそれがあり、特に大型トラックでは、重大事故につながりか

ねない車輪脱落事故が多発しており、適切なタイヤ脱着作業や増し締め等の保守管理等

の事故防止対策とともに、環境面においてもカーボンニュートラルをはじめとした地球

温暖化等への配慮が求められています。

このような状況の中、日常点検、定期点検などによる点検・整備の実施が義務付けら

れているものの、その実施状況は必ずしも十分とは言えず、不正改造の防止とともに、

点検整備の確実な実施を徹底して行く必要があります。

また、近年、急増している大型トラック（車両総重量８トン以上）の車輪脱落事故を

防止するために、ホイール・ナットの緩みの点検の確実な実施が必要不可欠です。

このため、トラック運送業界として、より確実な点検整備を目指して、各都道府県ト

ラック協会の協力のもと、「トラック運送業界における点検整備推進運動」を全国展開

する。

第第２２．．実実施施期期間間

本運動は１年を通じて実施するものとするが、令和７年９月１日 月 から９月３０日

火 までの１ヶ月間を全国統一の「自動車点検整備推進運動強化月間」とし、これに加

え、地域事情に応じて各都道府県トラック協会が独自に設定する１ヶ月間を「地方独自

強化月間」として、特に重点をおいて実施する。

第第３３．．実実施施内内容容とと周周知知方方策策

１．実施項目

「大型貨物自動車に関する適切な点検・整備の実施方法についての啓発」

機関誌（紙）やホームページ等を活用し、大型トラック（車両総重量８トン以上）

のホイールの取付状態や燃料装置等の重点箇所に係る点検の実施を周知する。

①法定定期点検項目のうち、以下に掲げる点検項目を重点点検項目とする。

【重点点検項目】

点検時期

点検箇所

３ヶ月点検 １２ヶ月点検

原動機 燃料装置 燃料もれ 同左

電気装置 電気配線 接続部の緩み及び損傷 同左

制動装置

ホース及び

パイプ
漏れ、損傷及び取付状態 同左

ブレーキ・

チャンバ

ロッドのストローク 同左

機能

令令和和７７年年度度「「トトララッックク運運送送業業界界ににおおけけるる点点検検整整備備推推進進運運動動」」実実施施要要領領令和７年度「トラック運送業界における点検整備推進運動」実施要領
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走行装置 ホイール

１ タイヤの状態

２ ホイール・ナット及びホイ

ール・ボルトの緩み

３ フロント・ホイール・ベアリ

ングのがた

同左

同左

同左

１ ホイール・ナット及びホイ

ール・ボルトの損傷

２ リム、サイド・リング及びデ

ィスク・ホイールの損傷

３ リヤ・ホイール・ベアリング

のがた

②トラック運送事業者が保有する全ての大型貨物自動車について、本運動強化月間

及び、地方独自強化月間中、法定点検時期の有無にかかわらず、一回以上、上記①

のホイール・ナットの緩み等の重点点検を実施する。また、冬用タイヤへの交換後

１ヶ月以内に車輪が脱落している傾向にあることから、冬用タイヤへの交換を予定

している場合には、冬用タイヤ交換後に点検することとする。

なお、国土交通省が策定する大型車の車輪脱落事故防止にかかる｢緊急対策｣のト

ラック業界が取り組む実施事項と併せ、全ト協作成の「ストップ！車輪脱落事故～

ただしい交換作業手順を再チェック！～」の啓発資料活用により、日常点検及び定

期点検の確実な実施に努める。

「黒煙濃度に影響を及ぼす部品等の自主点検・整備の実施に関する啓発」

黒煙濃度の悪化に大きな影響を与えるエア・クリーナ・エレメント、燃料フィルタ、

燃料噴射ポンプ等の点検・整備の自主的な実施について周知徹底する。

２２．．周周知知方方策策

 全ト協において、全ト協機関紙「広報とらっく」及びホームページ等により、本

運動の周知を図る。

 各都道府県トラック協会において、ホームページ及び機関誌（紙）等を活用し、

全会員事業者等へ周知を図る。

 地方適正化事業実施機関における事業者巡回指導の際に、各事業所へ本運動の啓

発・指導を実施する。

 業界紙等に本運動の広告を掲載する。

以 上
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全全日日本本トトララッックク協協会会にによよるる

「「自自家家用用燃燃料料供供給給施施設設整整備備支支援援事事業業助助成成金金」」ののごご案案内内

１１．．主主なな助助成成要要件件

１，０００リットル以上の軽油専用タンクの設置を伴う自家用燃料供給施設の新

設もしくは増設を行い、令和７年４月１日～令和８年２月２７日までに市町村（各

市町村地区消防組合等）よる危険物取扱所の完成検査済証の交付を受け、当該設備

の支払いを完了するもの。

２２．．助助成成対対象象者者

・会員事業者

※交付申請は年度内１施設限りとする。

※過去 （平成２０年～２６年度及び平成２８年～令和６年度）に同事業による助成

金の交付を受けた会員事業者、協同組合、連合会は助成対象外とする。

３３．．助助成成金金額額

軽油供給施設の新設 １００万円

軽油タンクの増設 ３０万円

※ただし、公募期間内に申請金額が予算総額を超過した場合は、１件あたりの助成

金額を減額する場合がある。

４４．．全全トト協協助助成成金金予予算算額額 １億円

※予算に達した場合はその時点で申請受付を終了

５５．．公公募募期期間間 令和７年８月１日 金 ～令和７年１０月３１日 金

６６．．交交付付申申請請・・実実績績報報告告時時必必要要書書類類

・交付申請時：①助成金申請書 ②施設工事契約書又は注文書・注文請書の写し

③設置許可申請書および設置許可書写し ④誓約書

※増設の場合、③は変更許可申請書および変更許可書の写し

・実績報告時：①実績報告書 ②図面（全体概要図・平面図・立面図・周辺地図）

③請求書及び明細書の写し

④支払いが完了していることを証する書類（領収証の写し）

⑤完成検査証の写し ⑥写真（工事施工前・施工中・完成後）

７７．．本本制制度度ででのの「「新新設設」」「「増増設設」」のの区区分分ににつついいてて

消防法による「危険物製造所等の設置・変更許可書」により判断する。

・設置許可書：「新設」で申請

・変更許可書：「増設」で申請

８８．．申申請請先先

・会員事業者は、茨城県トラック協会へ申請

９９．．問問合合せせ先先 茨城県トラック協会 業務部 飯島・中村

電話：０２９－３０３－６３６３

全日本トラック協会による
「自家用燃料供給施設整備支援事業助成金」のご案内
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令令和和７７年年度度交交通通事事故故防防止止ココンンククーールル実実施施要要領領   
 
 
１．目 的  

令和３年６月８日に定めた「交通事故削減アクションプラン」に基づき、

経営者はもとより全従業員まで改めて社会的責務を自覚し、「安全を最優

先する」という経営理念と「絶対事故を起こさない」という信念をもって

交通事故を撲滅することを目的とする。  
 
２．実施期間  

令和７年９月１日（月）～１１月３０日（日）までの３ヶ月間  
 
３．主 催  

一般社団法人茨城県トラック協会  
 
４．後 援  

茨 城 県 警 察 本 部 
関 東 運 輸 局 茨 城 運 輸 支 局 

 
５．実施方法  

茨城県トラック協会会員の事業所（県内営業所）に勤務するドライバー

で、安全宣言書を提出したドライバーが５人１組としてチームを編成し、

チーム全員で無事故・無違反を目指す。  
なお、実施期間中におけるチーム人員の減少または変更及び期間中の走

行が全く無い人員がいる場合は失格となります。  
 
６．申込方法等  

（ ）申込  
「令和７年度交通事故防止コンクール参加申込書兼委任状」及び「安全

運転宣言書」に必要事項を記載し、茨城県トラック協会宛に郵送にて申し

込むこと。  
【申込期限】 令和７年８月２９日（金）  
【申  込  先】 (一社）茨城県トラック協会  

〒310-0913 水戸市見川町 2440-1 
 

（ ）チーム編成  
茨城県トラック協会会員の事業所（同一営業所）に勤務するドライバー

５人１組のチームを編成し、チーム数は、原則３チームまでとする。  
実施期間中においてチーム人員の減少または変更があった場合は必ず  

令和７年度交通事故防止コンクール実施要領
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連絡すること。なお、期間中のチーム人員の入れ替えは認めない。  
 
７．審 査  

このコンクールの審査は、原則として書面審査とし、茨城県警察本部交

通部交通総務課長を委員長として、関東運輸局茨城運輸支局首席陸運技術

専門官、茨城県トラック協会会長及び専務理事を委員として構成する審査

委員会が、被表彰事業所を選考する。  
 
８．表 彰  

（ ）表彰対象  
  欠格事項に該当しない無事故・無違反達成の全チームを表彰する。  

（ ）欠格事項  
次の事由のいずれかに該当する事業所については、表彰は行わないも

のとする。  
ア．酒気帯び、飲酒による違反・事故があった場合は、当該事業者の全  

ての参加チームを対象外とする  
イ．審査委員会において表彰を行うことが好ましくないと認めた事業所  
ウ．その他、5.実施方法に適合しない事業所  

 
９．事故発生時の措置  

（ ） コンクール参加事業所は、事業所所属の自動車が人身事故（県外の事

故も含む）を起こしたときは、７日以内に別紙様式１の交通事故発生報

告書により、茨城県トラック協会宛に報告すること。  
（ ） 茨城県トラック協会は、事業所から実施結果報告書と交通事故発生報

告書を照合すると共に、茨城県警察本部交通部交通総務課及び関東運輸

局茨城運輸支局の協力を得て、交通事故の報告もれなどのないよう調査

を行なう。  
 
１０．実施結果報告  

コンクール参加事業所は、別紙様式２の実施結果報告書により、令和７

年１２月５日（金）までに、茨城県トラック協会宛に報告すること。  
なお、期日までに報告のない事業所については、表彰は行わない。  

  
 

◆本件に関するお問い合わせ先  
（一社）茨城県トラック協会 業務部 TEL 029-303-6363 
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令令和和７７年年度度交交通通事事故故防防止止ココンンククーールル参参加加申申込込書書兼兼委委任任状状

令和 年 月 日

会 社 名  
支 部 名

営 業 所 名  

営業所住所

〒 連絡先 ＴＥＬ

〃 ＦＡＸ

担 当 者 名

代 表 者 名 印 参加チーム数

（注）会社名、営業所名、参加者氏名につきましては、間違いの無いよう正確に記入をお願い致します。

私は、一般社団法人茨城県トラック協会長に運転記録証明書の交付申請手続き及び証明書受領にかかる一切の事務を委任しまし

た。また、自動車安全運転センターが証明書の内容を交通事故防止上の統計分析資料の作成に使用し提供すること、並びに上記の

者が証明書の内容を確認の上で交通事故防止のための資料として活用することについても同意いたします。

【チーム 】※チーム名はＡ、Ｂ、Ｃのローマ字表記でお願い致します。

【チーム 】

※不足する場合は、コピーして下さい。実施結果報告まで、必ず控えを保管して下さい。

受付印

整理番号
記入しないで下さい

免 許 証 番 号
ふ り が な

参加者氏名 印 生 年 月 日 委 任 年 月 日

昭・平

． ．

昭・平

． ．

昭・平

． ．

昭・平

． ．

昭・平

． ．

整理番号
記入しないで下さい

免 許 証 番 号
ふ り が な
参加者氏名 印 生 年 月 日 委 任 年 月 日

昭・平

． ．

昭・平

． ．

昭・平

． ．

昭・平

． ．

昭・平

． ．
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令和 年 月 日

（一社）茨城県トラック協会長 殿

会 社 名

営業所名

住 所

代表者名 ㊞

安安全全運運転転宣宣言言書書

私私はは、、事事業業用用自自動動車車のの安安全全運運転転にに努努めめるるここととをを宣宣言言ししまますす。。

番番号号 氏氏 名名 認認印印

１１

２２

３３

４４

５５

６６

７７

８８

９９

※ 不足する場合は、コピーして下さい。

※本人自筆の場合は、認印は不要と致します。 
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従従事事者者表表彰彰のの推推薦薦ににつついいてて  
 
トラック運送事業の従事者（役員及び運転者を除く）を対象とした茨城運輸支

局長、関東運輸局長の表彰が１１月に行われます。下記表彰基準に該当する方が

おりましたら推薦して下さい。 
※  様式につきましては委任状を含めて、ご連絡いただければお送りいたします。 

無事故無違反証明書は協会でおとりいたします。 
 

記 
○ 茨城運輸支局長による表彰 

＜表彰基準＞ 
・トラック運送事業に従事する従事者で２０年以上業務に精励し、かつ、現企

業に引き続き１０年（起算日１１月１日）以上従事している年齢４５歳以上で

勤務成績優秀にして他の模範となり、事業者団体の長若しくはそれらに準ずる

表彰を受けた方 
・上記勤続期間中に責任事故がなく、過去３ヵ年無事故無違反の方 
＜提出部数＞ 
提出部数は２部となります。 
提出書類は功績調書、履歴書、戸籍抄本、在職証明書、自認書、企業の規模

及び事業概況等調、協会長等の表彰状の写し 
提出期日は９月１２日(金)とさせていただきます。 

 
○ 関東運輸局長表彰 

 ＜表彰基準＞ 
・トラック運送事業に従事する従事者で３０年以上業務に精励し、かつ、現企

業に引き続き１０年（起算日１１月１日）以上従事している年齢５０歳以上で

勤務成績優秀にして他の模範となり、運輸支局長の表彰を受けた方 
・上記勤続期間中に責任事故がなく、過去３ヵ年無事故無違反の方 
＜提出部数＞ 
提出部数は３部となります。 
提出書類は功績調書、履歴書、戸籍抄本、在職証明書、自認書、企業の規模

及び事業概況等調、運輸支局長の表彰状の写し 
提出期日は８月１５日(金)とさせていただきます。 
 

※ 問合せ先 総務部 （℡ 029-303-6363）まで 

従事者表彰の推薦について
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～この度、茨城県トラック協会では、関彰商事株式会社様において会員限定の専用相談窓口を令和５年１月

15日より開設しました。～

茨城県トラック協会会員限定

デジタル化相談窓口開設

令和

こんなお悩みございませんか。

◆ 事務所にインターネットを繋ぎたい！

◆ メールアドレスを作りたい！

◆ パソコンが欲しい！

◆ 業務効率化のためのシステムを導入したい！

◆ システムをクラウド化していきたい！

◆ 事務所のセキュリティを強化したい！

でも、どこに相談していいかわからない、、、、

お気軽にご相談ください！！
～相談料は無料です。～

ご連絡先
関彰商事株式会社
関彰サポートセンター（フリーダイヤル）

TEL：0120-258-569

※注意事項

⚫ お電話いただく際は、会社名と茨城県トラック協会の会員であ

る旨をお伝えください。

⚫ 内容によっては後日ご訪問させていただく場合がございます。

⚫ PC障害等の対応は出来かねます。

⚫ 受付時間：平日 9:00～17:00（土・日・祝日・祭日は除く）

～この度、茨城県トラック協会では、関彰商事株式会社様において会員限定の専用相談窓口を令和５年１月

15日より開設しました。～

茨城県トラック協会会員限定

デジタル化相談窓口開設

令和

こんなお悩みございませんか。

◆ 事務所にインターネットを繋ぎたい！

◆ メールアドレスを作りたい！

◆ パソコンが欲しい！

◆ 業務効率化のためのシステムを導入したい！

◆ システムをクラウド化していきたい！

◆ 事務所のセキュリティを強化したい！

でも、どこに相談していいかわからない、、、、

お気軽にご相談ください！！
～相談料は無料です。～

ご連絡先
関彰商事株式会社
関彰サポートセンター（フリーダイヤル）

TEL：0120-258-569

※注意事項

⚫ お電話いただく際は、会社名と茨城県トラック協会の会員であ

る旨をお伝えください。

⚫ 内容によっては後日ご訪問させていただく場合がございます。

⚫ PC障害等の対応は出来かねます。

⚫ 受付時間：平日 9:00～17:00（土・日・祝日・祭日は除く）

協会だより



─29─

行政等だより

 

 
当協会の委嘱弁護士による労使問題、交通事故問題、損害賠償等法律全般の相談

窓口を下記のとおり開設しておりますので、ご案内致します。 
 

 
１．委嘱弁護士  

大和田・谷田部法律事務所 弁護士 大和田 一雄 氏 
〒３１０－００１５ 茨城県水戸市宮町２－４－３２銀杏坂ビル４階 
電話：０２９（２２６）８０７８（代表） 

 
 
２．相談日・相談時間 

・平日、９時から１７時まで。（※年末年始・休暇等有） 
・相談内容は、他に漏れることはありません。 

 
 
３．協会委嘱の弁護士による相談方法 

① 電話により「茨城県トラック協会会員」であることを告げて下さい。 
②「会社名・役職・氏名・支部名・電話番号」の５項目を告げて下さい。 
③ 原則相談時間は 30 分以内にして下さい。 

 
 
４．相談料等 

・初回の相談のみ無料。（協会が負担） 
・２回目以降は、相談者の負担。 
・先生が不在の場合は、再度電話して下さい。 

弁弁護護士士にによよるる無無料料法法律律相相談談ににつついいてて  

適正化だより協会だより

弁護士による無料法律相談について
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令和７年５月 

荷主事業者（運送委託者） 御中 

国土交通省関東運輸局 

経済産業省関東経済産業局 
農林水産省関東農政局 
厚生労働省 東京・神奈川・千葉・埼玉・ 

茨城・栃木・群馬・山梨労働局 
公正取引委員会事務総局 

経済取引局取引部企業取引課 
 

トラック運送事業の労働環境改善に向けたご理解とご協力のお願い（要請） 
 

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 
トラック運送事業は、国民生活や経済活動に欠かすことのできない物流の基幹産業ですが、ドライ

バーの有効求人倍率が全産業平均の約２倍のまま推移するなど、担い手不足が深刻化しているところ、

さらに昨年４月からいわゆる「物流の２０２４年問題」に直面しており、何も対策を講じなければ物

流の停滞が生じかねない状況にあります。 
 物流の危機を回避し持続的に発展させていくためには、エッセンシャルワーカーであるトラックド

ライバーの賃上げ及び長時間労働の削減を実現することが必要であり、そのためには賃上げの原資と

なる適正運賃を収受できる環境の整備及び長時間の荷待ちの改善が急務となっています。 
 昨年５月に公布された物流改正法では、適正な運賃を収受できる環境整備のため、運送契約締結時

に、契約内容の書面化（契約条件の明確化）が義務付けられ、本年４月から施行されています。 
 また、本年５月には下請法の改正法が成立し、令和８年１月１日から施行される予定であり、適切

な価格転嫁の実現に向けて、コスト上昇局面における価格据え置きへの対応、荷主・物流事業者間の

取引への対応等が今後強化されることになります。 
 これらの法改正を契機とし、これまでの商慣習の見直しを行っていただくとともに、下記について

今一度ご留意いただき、持続可能な物流の実現に向けた取組を進めていただくようお願いいたします。 

 

記 

 

○｢労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針｣に記載された発注者として採るべき行

動／求められる行動を踏まえた対応を徹底いただき、トラック運送事業者から運賃交渉の申し

出があった場合は積極的に応じていただくとともに、交渉資料として｢標準的運賃｣を用いて提

示された価格は、合理的な根拠があるものとして尊重していただくこと。 

 

○トラック運送事業者が提供する役務やその対価（附帯業務料、燃料サーチャージ等）を明確化し、

適正運賃収受を目的とした契約内容の書面化を徹底いただくこと。 
 
○長時間の恒常的な荷待ちはトラックドライバーの長時間労働の要因となるため、長時間の荷待ちの 
改善についてご理解ご協力いただくこと。 

 
 
 
 
 
 

《問い合わせ先》 

○国土交通省関東運輸局自動車交通部貨物課☎045-211-7248 交通政策部環境・物流課☎045-211-7210 

○経済産業省関東経済産業局産業部適正取引推進課☎048-600-0325 

○農林水産省関東農政局経営・事業支援部食品企業課☎048-740-0145 

○厚生労働省各労働局労働基準部監督課 

☎東京：03-3512-1612、☎神奈川：045-211-7351、☎千葉：043-221-2304、☎埼玉：048-600-6204 

☎茨城：029-224-6214、☎栃木 ：028-634-9115、☎群馬：027-896-4735、☎山梨：055-225-2853 

○公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企業取引課 ☎03-3581-3373 

＜裏面もご覧ください＞ 
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○ 標準的運賃 
 
 
 
 
 
○ 労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針 
 
 
 
 
 
 
○ 下請法関係 
 
 
 
 
 
 
○ 物流改正法関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 労働基準法関係 

 

 

発注者・受注者が取るべき行動・求められる行動を１２の行動指針としてとりまとめ、

価格交渉において、発注者が根拠資料の提出を求める場合や受注者が示す根拠資料の例

として「標準的運賃」が明記されています。（資料 7 ページ） 

https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/romuhitenka/romuhitenka-1.pdf 

（公正取引委員会 HP） 

 

 

発注者・受注者の対等な関係に基づき、事業者間における価格転嫁及び取引の適正化を

図るため、令和 7 年 5 月 16 日に下請法の改正法が成立しています。 

改正法の概要等 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/may/250516_toritekiseiritsu.html 

 

（公正取引委員会 HP） 

 

トラック運送事業者が持続的に事業を行っていくために望ましい水準として、国が示し

ている運賃です。こちらに制度の概要、関係通達等を掲載しています。 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000118.html（国土交通省 HP） 

  

トラック運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイトです。 

荷主の皆様向けの各種情報や簡単自己診断等を掲載しています。 
https://driver-roudou-jikan.mhlw.go.jp/（厚生労働省 HP） 

 

令和７年４月１日から施行されている物流改正法の規制的措置（努力義務）や来年度施

行される一定規模以上の特定事業者に対する措置（義務）等、詳しく解説しているポー

タルサイトです。 

https://www.revised-logistics-act-portal.mlit.go.jp/（国土交通省 HP） 

 

 

令和７年２月に開催した荷主向けオンライン説明会の動画です。 

https://www.youtube.com/watch?v=4HJ0HZhLGTY（農林水産省 YouTube） 

 

  

トラック運送事業者との運送契約締結時の書面交付の義務付け等、令和 7 年４月から施

行されている新たな規制的措置について説明資料等を掲載しています。 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_mn4_000014.html（国土交通省 HP） 
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取組状況に関し、国が指導・助言をすることがあります

•
•
•
•

•

•
•

② 11:00 予約

予約システムで
来てもらう時間を
整理しよう

① 10:00 予約

•
•
•
•
•

適正化だより行政等だより
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•
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https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr10_000013.html 
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https://www.levo.or.jp/subsidy/diesel/ 
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令和７年6月20日(金) ～ 8月19日(火)
※12月に開催予定のグリーン物流パートナーシップ会議にて表彰式を行います。

募集期間

■大賞
  ・経済産業大臣表彰
  ・国土交通大臣表彰
■部門賞（局長級表彰） ※経済産業省枠、国土交通省枠それぞれ選定
   ・物流DX・物流標準化表彰
   ・物流構造改革表彰
   ・強靱・持続可能表彰
■特別賞 ※経済産業省枠、国土交通省枠それぞれ選定

 ・グリーン物流パートナーシップ会議
特別賞

表彰内容

荷主・物流事業者など複数事業者、団体間のパートナーシップにより実施される物流の
改善方策を通じ、CO2排出量削減等の環境負荷低減、物流DXや物流標準化の推
進等による持続可能な物流体系の構築を実現した取組（１か月以上の実績があるも
の）を行った事業者（中小企業含む）を対象とします。

応募資格

令和７年度
物流パートナーシップ優良事業を募集します
︕

荷主事業者が中心となり他と比べて著しく顕著な功績のあった事業者

総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）の3つの柱
に即した各部門について、特に優れた取組を実施した事業者

環境面や生産性向上面で特に優れた取組や、
特にユニークであると認められる取組を実施した事業者

物流事業者が中心となり他と比べて著しく顕著な功績のあった事業者

主催︓経済産業省、国土交通省、公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会、一般社団法人日本物流団体連合会
後援︓一般社団法人日本経済団体連合会

・令和７年４月から改正物流効率化法が施行され、荷主・物流事業者におけ
る物流の効率化に向けた取組がますます重要になってきています。
・そのため経済産業省・国土交通省では、物流分野における環境負荷低減とと
もに、物流の生産性向上や構造改革に向けた取組を通じた「持続可能な物
流体系の構築」に関し、特に顕著な功績のあった事業者を表彰いたします。
・物流の効率化に向けた取組などを複数事業者で連携して実施している事業
者の皆様、積極的な応募をご検討ください。

※各受賞企業には、主催者から講演等をお願いする場合がございます

適正化だより行政等だより
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経済産業省
食品・飲料業界初の中距離帯で
の大規模貨物鉄道輸送への挑戦
ネスレ日本㈱ 他3社

事務機業界における複数メーカーに
よる複合機などの共同配送
(一社)ビジネス機械・情報システム産業協会 他18社

共同輸入およびモーダルシフトによるサス
テナブルな農産品輸送の実現
 ㈱シジシージャパン 他4社

異業種メーカーによるリレー方式を
用いたラウンド輸送の取組
サントリーロジスティクス㈱ 他5社

輸送モジュールの標準化及び検品レ
ス納品等による物流の効率化
鈴与㈱ 他10社

新関西物流センター新設に伴うサプ
ライチェーンの効率化及び環境負
荷低減の実現
ロジスティード㈱ 他4社

○代表申請者が荷主事業者である取組
経済産業省 商務・サービスグループ 物流企画室 電話:03-3501-0092
○代表申請者が物流事業者である取組
国土交通省 物流・自動車局 物流政策課 電話:03-5253-8799
※CO2排出量算出方法の参照先
「ロジスティクス分野におけるCO2排出量算定方法 共同ガイドラインVer.3.2」
URL︓https://www.greenpartnership.jp/co2
○詳細はグリーン物流パートナーシップ会議ホームページ(www.greenpartnership.jp)をご参照ください

お問い合わせ先

グリーン物流
パートナーシップ会議HP

令和６年度優良事業者表彰

AIと需要予測を活用した遠隔地向
けフルライン型シェア物流
佐川急便㈱ 他2社

<2024年問題>複数課題同時解
決︕ダイヤグラムの抜本的改定
㈱日本アクセス 他2社

メーカーの垣根を超えた物流データ活
用によるイノベーション創出
江崎グリコ㈱ 他2社

ダブル連結トラック導入によるCO2
排出量削減・省人化
センコー㈱ 他6社

物流DX・標
準化表彰

大臣表彰

物流構造
改革表彰

強靱・持続
可能表彰

グリーン物流
パートナー
シップ会議
特別賞

国土交通省

適正化だより行政等だより
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全オフィスで消費電力の１％を節電すると、
毎日、家庭約 ６万世帯が消費する電力と同程度のエネルギーが削減できます。

夏季の省エネ に取り組みましょう事業者
の皆様

経済産業省では、企業・家庭向けの省エネ支援を強化しています。
企業には省エネ設備への更新や省エネ診断、家庭には高効率給湯器の導入
などを支援しています。詳細は「省エネポータルサイト」をご覧ください。

検索省エネポータルサイト

冷冷房房の省エネ対策 照照明明の省エネ対策

執務室の冷やしすぎに注意し、無理
のない範囲で室内温度を上げる。

日中の日射を避けるために、ブラ
インド、カーテン、遮熱フィルム、
ひさし、すだれを活用する。

約約

約約

省エネ効果
可能な範囲で執務室や店舗エリアの
照明を間引きする。（省エネ効果は
照明を半分程度間引きした際の数値）

使用していないエリア（会議室、
休憩室、廊下等）は、消灯する。

約約

約約

省エネ効果

機機器器の省エネ対策

長時間離れるときは、 機器の
電源を切るか、スタンバイモード
にする。

約約

省エネ効果

そそのの他他の省エネ対策

自動車を利用する場合には、
エコドライブ のすすめを
実践する。（ふんわりアクセ
ル、減速時は早めにアクセル
を離す、無駄なアイドリング
はしない等）

暖房便座は使用状況を
確認し、夏は便座や水の
温度設定を「切」にする。

電気ポットを使わない
ときは、電源をオフにする。

使用していないエリア（会議室、
休憩室、廊下等）は、空調を停止
する。

約約

※「省エネ効果」は点灯帯（ 時頃）のオフィスの電力使用量に対する省エネ効果の概算値で、地域・時間帯による違いを考慮に入れた全国平均の値です。地域・時間帯により省エネ効果は変動します。
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範
囲
の
み
の
点
灯

（
休
日
勤
務
や
時
間
外
勤
務
の
際
）

〇
OA
機
器

・
省
電
力
モ
ー
ド
の
活
用
（
PC
や
プ
リ
ン
タ
ー
等
）

・
ノ
ー
ト
PC
の
蓋
閉
じ
、
サ
ブ
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
電
源
オ
フ

〇
冷
暖
房

・
退
庁
時
に
ブ
ラ
イ
ン
ド
を
閉
め
る

・
空
調
機
の
吹
出
口
に
物
を
置
か
な
い

・
服
装
調
節

・
室
内
温
度
（
冷
房
時
28
℃
、
暖
房
時
20
℃
※
県
庁
舎
は
19
℃
）

〇
エ
レ
ベ
ー
タ
使
用
削
減

・
２
～
４
階
程
度
の
移
動
の
際
の
階
段
使
用

２
家
庭
の
エ
コ
ス
タ
イ
ル

〇
照
明

・
不
要
な
照
明
の
消
灯
、
明
度
の
調
節

〇
冷
蔵
庫

・
も
の
を
つ
め
こ
み
す
ぎ
な
い

・
扉
を
開
け
て
い
る
時
間
の
短
縮

〇
テ
レ
ビ
な
ど

・
使
わ
な
い
と
き
は
電
源
を
切
る

・
省
エ
ネ
モ
ー
ド
に
設
定

〇
エ
ア
コ
ン

・
フ
ィ
ル
タ
ー
を
月
に
１
回
か
２
回
清
掃

・
室
内
温
度
（
冷
房
時
28
℃
、
暖
房
時
20
℃
）

取取
組組
内内
容容

い
ば
ら
き
エ
コ
ス
タ
イ
ル
の
推
進

●
地
球
温
暖
化
の
原
因
は
、
私
た
ち
の
生
活
や
経
済
活
動
に
伴
っ
て
排
出
さ
れ
る
二
酸
化
炭
素
な
ど
の
温
室
効
果
ガ
ス
で
あ
る

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

●
県
で
は
、
二
酸
化
炭
素
の
排
出
量
を
削
減
す
る
た
め
、
平
成
2
7
年
度
(2
0
1
5
年
度
)か
ら
、
年
間
を
通
じ
て
環
境
に
配
慮
し
た

ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
を
実
践
す
る
県
民
運
動
「
い
ば
ら
き
エ
コ
ス
タ
イ
ル
」
を
普
及
啓
発
す
る
こ
と
に
よ
り
、
脱
炭
素
社
会
の
実
現
を

目
指
し
て
い
ま
す
。

取取
組組
のの
趣趣
旨旨
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●働き方・休み方改善ポータルサイト　https://work-holiday.mhlw.go.jp/

年次有給休暇取得促進特設サイト

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署

年休取得促進
特設サイト▶

●「年次有給休暇の計画的付与制度」を導入しましょう。
●年次有給休暇付与計画表による個人別付与方式を活用すれば休暇の分散化にもつながります。

 年 次 有 給 休 暇   を上手に活用し
働き方・休み方を見直しましょう

年
休
と
っ
て

楽
し
い

夏
休
み
を
！
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〇〇株式会社と〇〇労働組合とは、標記に関して次のとおり協定する。 
1　当社の従業員が有する〇〇〇〇年度の年次有給休暇(以下「年休」という。)のうち5日を超える部分については、6日を限度として計画的に付与するものとする。

なお、その有する年休の日数から5日を差し引いた日数が6日に満たないものについては、その不足する日数の限度で特別有給休暇を与える。
2　年休の計画的付与の期間及びその日数は、次のとおりとする。

前期=4月～9月の間で3日間　後期=10月～翌年3月の間で3日間
3　各個人別の年休付与計画表は、各期の期間が始まる2週間前までに会社が作成し、従業員に周知する。
4　各従業員は、年休付与計画の希望表を、所定の様式により、各期の計画付与が始まる1か月前までに、所属課長に提出しなければならない。
5　各課長は、前項の希望表に基づき、各従業員の休暇日を調整し、決定する。 
6　業務遂行上やむを得ない事由のため指定日に出勤を必要とするときは、会社は組合と協議の上、前項に基づき定められた指定日を変更するものとする。
　〇〇〇〇年〇月〇日

年次有給休暇の付与は原則1日単位ですが、労使協定を結べば、年5日の範囲内で、時間単位の取得が可能となります。
労働者の様々な事情に応じた柔軟な働き方・休み方に役立ちます。

〇〇株式会社 代表取締役 〇〇〇〇
〇〇労働組合 執行委員長 〇〇〇〇

労働基準法が改正され、2019年4月から年5日間の年次有給休暇を確実に取得させることが必要となっています。

「年次有給休暇の計画的付与制度」とは、年次有給休暇の付与日数のうち5日を除いた
残りの日数について、労使協定を結べば、計画的に休暇取得日を割り振ることができる制度です。
この制度の導入によって、休暇の取得の確実性が高まり、労働者にとっては予定していた活動が
行いやすく、事業主にとっては計画的な業務運営に役立ちます。

年次有給休暇の計画的付与制度を導入しましょう。

時間単位の年次有給休暇を活用しましょう。

❶日数 付 与日数 から５日を除 い た 残りの日数を計 画 的 付 与 の 対 象 にできます 。

年次有給休暇の付与日数が10日の労働者 年次有給休暇の付与日数が20日の労働者

◎前年度取得されずに次年度に繰り越された日数がある場合には、繰り越し分を含めた付与日数から５日を引いた日数を計画的付与の対象とすることができます。

●就業規則や労使協定のモデルは、「年次有給休暇取得促進特設サイト」をご覧ください。

注）時間単位の年次有給休暇の取得分については、確実な取得が必要な 5日間から差し引くことはできません。

例 1 例 2

5日 5日 15日 5日
事業主が計画的に付与できる 労働者が自由に取得できる 事業主が計画的に付与できる 労働者が自由に取得できる

❷活用方法

年次有給休暇の計画的付与に関する労使協定の例（個人別付与方式の場合）

方式 年次有給休暇の付与の方法 適した事業場、活用事例

企 業 、事 業 場 の 実 態 に 合 わ せ たさまざまな付 与 の 方 法 があります 。

全従業員に対して同一の日に付与

班・グループ別に交替で付与

個人別に付与

製造部門など、操業を止めて全従業員を休ませることのできる事業場などで活用

流通・サービス業など、定休日を増やすことが難しい企業、事業場などで活用

年次有給休暇付与計画表により各人の年次有給休暇を指定

一斉付与方式
交替制付与方式
個人別付与方式

〈労使協定で定める事項〉
① 時間単位年休の対象労働者の範囲
　  対象となる労働者の範囲を定めてください。一部の者を対象外と  
　  する場合には、「事業の正常な運営を妨げる場合」 に限られます。
② 時間単位年休の日数
　  １年５日以内の範囲で定めてください。

③ 時間単位年休１日分の時間数
　  １日分の年次有給休暇が何時間分の時間単位年休に相当するかを定めて
　  ください。１時間に満たない端数がある場合は時間単位に切り上げてく
　  ださい。（例）所定労働時間が１日７時間 30 分の場合は８時間となります。
④ １時間以外の時間を単位として与える場合の時間数
　  ２時間単位など１日の所定労働時間数を上回らない整数の時間単位を
　  定めてください。

 年次有給休暇 を上手に活用し
働き方・休み方を見直しましょう
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3 （水） ～

4 （木） ～

4 （木）

5 （金） ～

9 （火） ～

～

9 （火） ～

12（金） ～

13（土） ～

～

13（土） ～

15（月） ～

16（火） ～

～

16（火） ～

17（水） ～

18（木） ～

19（金） ～

20（土） ～

21（日） ～

24（水） ～

～

25（木） ～

26（金） ～

27（土） ～

28（日） ～

～

基礎講習　　１日目 10時00分 16時00分

～３日間 　〃　　　　２日目・３日目 9時30分 16時30分

～２日間 　　　〃　　　　　　　　　２日目

9時30分 14時30分

茨ト協水戸線支部主催 会場：茨城県トラック協会　県西地区研修会館～４日間

テールゲートリフター特別教育(6時間) 10時00分

　〃　　　　２日目・３日目

第６回初任運転者特別教育　１日目【栃ト協主催／会場：ﾄｰﾌﾞﾓｰﾀｰｽｸｰﾙ】 10時00分 18時00分

【貨物】 一般講習【群ト協太田支部主催：太田市会場】 10時00分 16時00分

【貨物】
～３日間

第１回管理者向講座〈基礎編〉【茨ト協主催】

【貨物】 一般講習 10時00分

14時00分

【貨物】
特別講習　　１日目 10時00分 17時00分

16時00分

【貨物】 一般講習　<昼休憩なし> 9時30分 14時30分

～２日間 　〃　　　　２日目 10時00分 17時00分

9時00分 16時00分第１回管理者向講座〈応用実践編〉【茨ト協主催】

【貨物】 一般講習　<昼休憩なし> 9時00分

【貨物】 一般講習【茨ト協常総支部主催：常総市会場】 10時00分 16時00分

～２日間 　〃　　　　２日目 10時00分 17時00分

9時00分 16時00分

【旅客】
特別講習　　１日目 10時00分 17時00分

8時00分 17時15分

【貨物】 一般講習【埼ト協草加支部主催：草加市会場】 10時00分

【貨物】

16時00分

【貨物】 一般講習 10時00分 16時00分

【貨物】 一般講習 10時00分 16時00分

17時30分

9時30分 16時30分

【貨物】 一般講習【東ト協多摩支部主催：国立市会場】 10時00分 16時00分

一般講習　<昼休憩なし> 13時00分 18時00分

基礎講習　　１日目 10時00分 16時00分

【貨物】 出張 適性診断 ４日間開催　※支部会員予約優先期間を設定しています

【旅客】

一般講習　<昼休憩なし>

【貨物】 一般講習　<昼休憩なし> 9時00分 14時00分

【貨物】

<２０２５年> ９月運行管理者等指導講習日程 2025/6/29

９

月

【旅客】 一般講習　<昼休憩なし> 9時30分 14時30分

【貨物】

【旅客】

栃木県鹿沼市流通センター６６ とちぎ流通センター連合会館内

TEL.0289-74-5070
hhttttpp::////aa--sseecc..jjppとちぎ安全教育センター

国土交通大臣認定業務実施機関
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    令令 和和 ７７ 年年 ７７ 月月  

      茨茨城城県県警警察察本本部部交交通通総総務務課課  

NNoo..２２７７  

                                     
 

令令和和７７年年６６月月末末  のの  交交通通死死亡亡事事故故のの特特徴徴【【発発生生件件数数4411件件、、死死者者4422人人】】         

○○  本本県県のの死死者者    4422人人          前前年年比比    －－２２人人      全全国国ワワーースストト第第８８位位  
◇ 人口10万人当たり           1.49人 （全全国国ワワーースストト第第1100位位） 

      ◇ 自動車１万台当たり         0.16人 （全全国国ワワーースストト第第1144位位） 
      ◇ 道路千キロメートル当たり   0.76人 （全全国国ワワーースストト第第2277位位） 

○○  全全国国のの死死者者数数    11,,116611人人、、前前年年比比  －－2211人人（（増増減減率率  --11..88％％））  

◆◆    「「高高齢齢者者」」のの死死者者数数  2222人人  ((構構成成率率  5522..44%%))、、前前年年比比＋＋１１人人      ((全全国国ワワーースストト第第1100位位))  

◆◆    「「飲飲酒酒運運転転」」にによよるる死死亡亡事事故故はは４４件件、、前前年年比比＋＋１１件件  

◆◆    「「高高齢齢者者」」がが第第１１当当事事者者ととななるる死死亡亡事事故故はは1166件件、、前前年年比比＋＋１１件件  

◆◆    シシーートトベベルルトト非非着着用用のの死死者者数数はは９９人人、、前前年年比比＋＋３３人人  

◆◆    県県西西地地域域でで1155人人  ((構構成成率率  3355..77%%))  
      
【【交交通通死死亡亡事事故故のの主主なな特特徴徴】】  

 

  
((11))  市市  町町  村村  
   ※高速道路を除く 

◇ 多発市町村 ６人～ 水戸市(-1) 
        ４人～ 古河市(-1) 

((22))第第11当当事事者者のの  
年年齢齢層層（（件件)) 

◇ 70歳以上 11件(+1),60歳代 ７件(+2),20歳代 ６件(-3) 
◇ 高齢者 16件(+1),青少年 ５件(+1) 

((33))  

第第11当当事事者者のの
違違  反反  ((件件))  

◇ 一時不停止 ９件(+9),前方不注意 ７件(-3)  
運転操作不適(±0),最高速度(-1) 各４件 

飲飲  酒酒  運運  転転
          ((件件)) 

◇ 飲酒運転による交通死亡事故 ４件(+1) 

((44))  状状  態態 
◇  四輪車 23人(+6) うち同乗 ７人(+2),歩行者 11人(-5) うち横断中 ７人(-2) 

自転車 １人(-3),二輪車 ７人(±0) 

((55))  シシーートトベベルルトト 
◇ 四輪乗車中 23人 

うちシートベルト非着用 ９人(39.1%),着用 13人(56.5%),着用不明 １人(4.3%) 
  非着用９人中､７人(77.8%)は着用していたら助かった可能性あり 

((66))  時時間間・・昼昼夜夜 

◇  時間帯別 ４～６時 ７人(+4)  
0～2時(+2),10～12時(+1),12～14時(+3),14～16時(+3),16～18時(-1),20～22時(+1)
各５人 

◇  昼間 23人(±0) 構成率 54.8%,夜間 19人(-2) 構成率 45.2% 

 
((77))  事事  故故  類類  型型  

 

◇ 人対車両 10人(-6),うち横断中 ７人(-2) 
◇  車両相互 18人(+3),うち出会い頭 13人(+11) 
◇  車両単独 14人(+2),うち工作物 12人(+3) 
◇  列車 ０人(-1) 

((88))  死死者者のの年年齢齢層層  
◇ 70歳代 12人(+6),80歳以上 ８人(-5) 
◇ 高齢者 22人(+1) 構成率 52.4%,青少年 ４人(±0) 構成率 9.5% 

特特  記記  事事  項項  

◇ 令和７年６月中の死亡事故(発生件数５件,死者数５人)の特徴 
・事故類型別では、車両単独(工作物)が３件 
・高校生が亡くなる事故が１件発生 
・飲酒運転による死亡事故が１件発生 
・状態別の死者は、四輪車が３人、二輪車が２人(自転車、歩行者の発生はなし) 

※注１ ｢青少年」とは16歳以上24歳以下、「高齢者」とは65歳以上をいう。 
２ ｢飲酒運転｣とは原付以上が第1当事者となった事故で、その運転者が飲酒していた場合をいう。 

３ (   )内は前年比 

 

～～ 令令 和和 ７７ 年年 ６６ 月月 末末 のの 交交 通通 死死 亡亡 事事 故故 ～～  
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令和７年６月３日(火)・４日(水)の２日間、茨城県トラック総合会館研修室に

おいて、貨物自動車運送事業安全規則第１０条第２項の規定に基づく「事業用自

動車の運転者として常時選任するために新たに雇い入れた者（初任運転者）」を

対象とする初任運転者講習会を開催しました。令和７年度第３回目の今回は、３

３事業所から３８名が参加しました。 
茨城県貨物自動車運送適正化事業実施機関の指導員４名により、「運転者に対

して行う指導及び監督の指針」に基づき、実車を用いた指導を除く１２時間につ

いて、一般的な指導及び監督の実施マニュアル、事業用トラックドライバー研修

テキストの他、ＤＶＤ教材を用いて関係法令、飲酒運転事故事例、ＳＡＳ検査の

重要性、さらには「危険の予測及び回避」における実際のドライブレコーダー映

像を用いた教材を活用しながら講習会を実施しました。両日とも講習内容の把

握を目的とする理解度テストを実施しながら、受講者全員で講習内容の理解を

深めました。 
受講者の方々は熱心に聴講され、指導講習会について「初任運転者として必要

とする基本的な知識や実例を用いた動画等による説明が多く分かり易かった。

本講習会で学んだ知識を参考にしながら今後の事故防止に努めます。」等の意見

が聞かれ、安全運転・事故防止についての意識を高めることができました。 
 
 
 
 
 
 

　６月３日 ( 火 )・４日 ( 水 ) の２日間、茨城県トラック総合会館研修室において、貨
物自動車運送事業安全規則第１０条第２項の規定に基づく「事業用自動車の運転者と
して常時選任するために新たに雇い入れた者（初任運転者）」を対象とする初任運転
者講習会を開催しました。令和７年度第３回目の今回は、３３事業所から３８名が参
加しました。
　茨城県貨物自動車運送適正化事業実施機関の指導員４名により、「運転者に対して
行う指導及び監督の指針」に基づき、実車を用いた指導を除く１２時間について、一
般的な指導及び監督の実施マニュアル、事業用トラックドライバー研修テキストの他、
ＤＶＤ教材を用いて関係法令、飲酒運転事故事例、ＳＡＳ検査の重要性、さらには「危
険の予測及び回避」における実際のドライブレコーダー映像を用いた教材を活用しな
がら講習会を実施しました。両日とも講習内容の把握を目的とする理解度テストを実
施しながら、受講者全員で講習内容の理解を深めました。
　受講者の方々は熱心に聴講され、指導講習会について「初任運転者として必要とす
る基本的な知識や実例を用いた動画等による説明が多く分かりやすかった。本講習会
で学んだ知識を参考にしながら今後の事故防止に努めます」等の意見が聞かれ、安全
運転・事故防止についての意識を高めることができました。
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初初任任運運転転者者教教育育のの開開催催ににつついいてて

（一社）茨城県トラック協会では「初任運転者特別講習」を「貨物自動車運送事

業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監督の指針の一部を改正する

告示」（国土交通省告示第１３６６号）に基づき初任運転者に対する座学の１５時

間以上の教育について、実車を用いて指導する項目を除く教育（１２時間）を協会

が事業者に代わって開催しますのでご案内します。  
 

記  
 
１１ 初初任任教教育育開開催催日日及及びび時時間間   

 毎月開催

 午前９時３０分から午後４時３０分まで

＊座学１２時間の教育内容を、２日間で教育を行います。

２２ 開開催催場場所所   
茨城県トラック総合会館 （防災・研修センター）  
茨城県水戸市見川町 2440－1 TEL029-303-7201（適正化事業部）  

 
３３ 初初任任運運転転者者教教育育内内容容   

座学１２時間：初任教育カリキュラム参照（別添）  
なお、実車を用いた教育（積載方法、日常点検及び車高等のトラックの構造

上の特性）については、各事業者において３時間以上実施すること  
 

４４ 教教育育対対象象者者   
初任運転者（運転手として新たに雇い入れた者で、営業用トラックの経験がな

い、あるいは経験はあるが３年以上のブランクのある方が対象になります）  
 
５５     申申込込みみ方方法法   

毎月、開催日の５日前迄を締切りとし、別紙により「初任運転者教育申込書」

を または、セミナー予約システム

にてお申込み下さい。

（担当者 適正化事業部 郡司（孝）・冨永）  
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初任運転者に対する特別な指導教育カリキュラム
教 育 内 容 時間 実施機関 備考

１. 運転の心構え トラック輸送の社会的重要性、事故の社会的影響、
交通事故統計を用いた教育、安全運行の心構え

２. 安全確保の遵守すべき基本的事項 トラック運行に係る法令、義務を果たさない場合の
影響の把握

３. 構造上の特性 トラックの特性に合わせた運転、トレーラーの特性
に合わせた運転、貨物の特性を理解した運転

４. 正しい積載方法 偏荷重の危険性、安全輸送のための積付け・固縛の
方法、荷崩れ防止のための走行中の留意事項

５. 過積載の危険性 過積載による事故要因と社会的影響、過積載による
罰則、過積載の防止

６. 危険物運搬上の留意事項 危険物の性状、危険物輸送の基本的事項、タンク
ローリー運行上の注意事項

７. 運行経路等の道路及び交通状況 適切な運行経路の選択と経路情報の把握、許可運送
における経路選択

８. 危険予測及び回避 危険予測運転の必要性、危険予測のポイント、危険
予知訓練、指差呼称及び安全呼称、緊急時における
適切な対応

９. 運転適性に応じた安全運転 適性診断の必要性、適性診断結果の活用方法

10. 運転者の生理及び心理的要因 交通事故の生理的・心理的要因、過労運転防止の
ための留意点、飲酒や薬物影響による危険運転防止
のための留意点、ヒューマンエラーを防ぐために

11. 健康管理の重要性 健康起因の事故と健康管理の必要性、健康管理の
ポイント

12. 安全性の向上を図るための援装置
を備える運転方法

運転支援装置に係る事故の事例、運転支援装置の
性能及び留意点

１. 日常点検業務 日常点検、点検簿等の記載要領

２. 特性に応じた運転方法 車高、車長、車幅に合わせた運転と死角等

３. 積載方法及び固縛方法 積付け、固縛要領

教　育　項　目

実
車
使
用

小　計　　３時間
合　計　　１５時間以上（法定義務）

小　計　１２時間

茨
城
県
ト
ラ
ッ
ク
協
会

国
土
交
通
省
発
行
　
一
般
的
な
指
導
及
び
監
督
の
実
施
マ
ニ
ュ
ア
ル
及
び
D
V
D
等
を
使
用

事
業
者
が
実
施

３
時
間
以
上

１２
時間
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別紙  
（（一一社社））茨茨城城県県トトララッックク協協会会適適正正化化事事業業部部 行行きき   
FFAAXX::００２２９９－－３３００３３－－７７２２００２２   

令令和和 年年 月月 日日   

（（一一社社））茨茨城城県県トトララッックク協協会会会会員員専専用用初初任任運運転転者者教教育育申申込込書書

申申込込月月   開開催催日日   実実施施時時間間   

  令令和和７７年年 ８８月月６６日日（（水水））・・７７日日（（木木）） ～～ ～～

  令令和和７７年年 ９９月月２２日日（（火火））・・３３日日（（水水）） ～～ ～～

  令令和和７７年年１１００月月２２日日（（木木））・・３３日日（（金金）） ～～ ～～

  

申申込込月月にに「「○○」」印印をを記記入入ししてて下下ささいい。。   

＊  開催場所：茨城県トラック総合会館 （防災・研修センター）  

＊  教育は２日間になります。昼食は各自準備お願いします。  

＊  受講者は、事業用トラックドライバー研修テキスト（１０冊組）を持参してください。  

＊  教育対象者は、運転手として新たに雇い入れた者で営業トラックの経験がない、あるいは

経験はあるが 3 年以上のブランクのある方が対象です。  

＊  茨城県トラック協会会員様のみ受講できます。  

 

 

会会 社社 名名    営営業業所所名名    

申申込込事事業業所所住住所所   〒      

電電話話・・FFAAXX 番番号号   TEL FAX 担担当当者者名名     

受受講講者者氏氏名名   
フリガナ  生生年年月月日日 性性別別 男男性性・・女女性性   

年 月 日 

採採   用用   年年   月月   日日   令和 年 月 日

受受講講者者のの運運転転   

経経験験にに○○印印   

１ 事業用自動車（トラック）の運転経験がない者  

２ 事業用自動車（トラック）の運転から 年以上離れていた者

運運転転免免許許のの種種類類   普通・５トン限定準中型・準中型・８トン限定中型・中型・大型・けん引・（ ）  

所所属属支支部部   県北・日立・水郡線・常陸那珂・水戸・石岡・土浦・県南・水戸線・常総・古河・県西・鹿行  

 

【その他のメリット】
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＝ 茨城県トラック協会  会員の皆さまへ ＝ 

初任運転者教育が ラーニングで受講できます  
す＜トラックドライバー初任運転者教育のオンライン型学習システムを導入＞

茨城県トラック協会では、従前より参集型の初任運転者特別講習を開催してお

りますが、それに加え、「いつでもどこでも」オンラインで学習し、受講資格を取得

することができる ラーニング（会員限定）を導入しました。会員事業所のパソコン

等から、Ｗｅｂでオンライン受講することができますので是非ともご活用下さい。

 

 
ラーニングの初任運転者講習はパソコン・スマートフォン・タブレット

に対応しており、いつでもどこでもお好きな時間に受講することが出

来ます。※ 環境での受講を推奨いたします。

☆この他、実際にトラックを運転させた安全運転の実技指導（添乗教育
等）が２０時間以上必要となります。 

【その他のメリット】

・会員事業者や受講対象者の都合に合わせて申込み、受講が可能。

・各講座に理解度チェックリストがあり、効果測定後に適切なフォローが可能。

・終了後に指導教育記録簿（修了証）、実車を使用しての指導項目教材一式をメールで送付。

【受講要領】

① 受講料金：無料（会員限定）
② 受講期間：５日間を１枠とし、この５日間に受講完了する。
③ 受講対象：会員事業者の新たに雇い入れた運転者とし、非会員の申込みは受け付けない。
④ 受講人数：１枠につき１事業所２名まで（１枠最大５名まで）とする。
⑤ 申込期限：受講開始日の３日前まで。
⑥ 申込確認：申込み受付完了後、入力頂いたメールアドレスに予約内容の確認メールが自動

配信されます。メールアドレスを間違えて入力しますと確認メールが届きません

ので、良くご確認の上入力願います。

☆お申込みは上記のＱＲコード、または
ホームページのネット予約ページから
バナーをタップ！

スマホ用 QR コード  

国土交通省で定めている「初任運転者に対する特別な指導」の法定義

務は１５時間以上。そのうち１２時間分の座学講座を ラーニングで

受講できます。※実車を用いた指導（３時間）は各社で実施し、記録を残して下さい。
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⑩

○
⑥

○ ④

○ ⑧

⑨
○ ⑩
○ ②
○ ⑦

○
③

○ ⑤

○ ①

⑩
Ⅶ．運輸安全
      マネジメント

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ その他

比　率

特　別（支局監査後の改善確認）

個　別（5両未満の霊柩事業者）

合　計

新　規（新規参入）

新　規（新設営業所）

特　別（労基通報による乗務時間調査）

通　常

Ⅴ．労基法等

1.就業規則が制定され、届出されているか。

2.３６協定が締結され、届出されているか。

3.労働時間、休日労働について違法性はないか（運転時間を除く）。

4.所要の健康診断を実施し、その記録・保存が適切にされているか。

Ⅵ．法定福利
1.労災保険・雇用保険に加入しているか。

2.健康保険・厚生年金保険に加入しているか。

1.運輸安全マネジメントの実施は適切か。

※「重点」の項目は、巡回時において調査する38項目中〇印の9項目です。否がある場合は総合評価が1段階下がる判定となります。
※「評価点」の項目は、太枠の25項目であり、安全性評価事業（Gマーク）の点数で合計40点です。

巡回種別／評価区分 合計

10.運行指示書の作成、指示、携行、保存は適正か。

11.乗務員に対する輸送の安全確保に必要な指導監督を行っているか。

12.特定の運転者に対して特別な指導を行っているか。

13.特定の運転者に対して適性診断を受けさせているか。

Ⅳ．車両管理等

1.整備管理規程が定められているか。

2.整備管理者が選任され、届出されているか。

3.整備管理者に所定の講習を受けさせているか。

4.日常点検基準を作成し、これに基づき点検を適切に行っているか。

5.定期点検基準を作成し、これに基づき、適正に点検・整備を行い、点検整備記録簿等が
保存されているか。

Ⅲ．運行管理等

1.運行管理規程が定められているか。

2.運行管理者が選任され、届出されているか。

3.運行管理者に所定の講習を受けさせているか。

4.事業計画に従い、必要な運転者を確保しているか。

5.過労防止を配慮した勤務時間、乗務時間を定め、これを基に乗務割りが作成され、
休憩時間、睡眠のための時間が適切に管理されているか。

6.過積載による運送を行っていないか。

7.点呼の実施及びその記録、保存は適正か。

8.乗務等の記録（運転日報）の作成・保存は適正か。

9.運行記録計による記録及びその保存・活用は適正か。

Ⅱ．帳票類の
     整備、報告等

1.事故記録が適正に記録され、保存されているか。

2.自動車事故報告書を提出しているか。

3.運転者台帳が適切に記入等され、保存されているか。

4.車両台帳が整備され、適切に記入等されているか。

5.事業報告書及び事業実績報告書を提出しているか（本社巡回に限る）。

順位

Ⅰ．事業計画等

1.主たる事務所及び営業所の名称、位置に変更はないか。

2.営業所に配置する事業用自動車の種別及び数に変更はないか。

3.自動車車庫の位置及び収容能力に変更はないか。

4.乗務員の休憩・睡眠施設の位置、収容能力は適切か。

5.乗務員の休憩・睡眠施設の保守、管理は適正か。

6.届出事項に変更はないか（役員・社員・特定事業者に係る運送の需要者の名称変更等）
（本社巡回に限る）。

7.自家用貨物自動車の違法な営業類似行為（白トラの利用等）はないか。

8.名義貸し、事業の貸渡し等はないか。

平成２９年４月　適正化巡回指導項目別調査結果

区分
重
点

評
価
点

調　　査　　事　　項
指導
件数

(否)
件数

(否)率

令令和和７７年年 月月 適適正正化化巡巡回回指指導導項項目目別別調調査査結結果果
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　６月 10 日 ( 火 )、茨城県トラック総合会館において、第１回陸災防指導員会議を
開催しました。
　冒頭、小倉支部長より「茨城県内では、道路貨物運送業における令和６年度の労
働災害は３月末（速報値）で死傷者数 392 人（前年比△ 15 人）、うち死亡者数 4 人（前
年比△ 1 人）と減少しております。今後も労働災害防止対策として、令和 7 年度の
施策を推進していく」との挨拶がありました。
　今回の指導員会議のポイントとしては、熱中症対策の義務化（施行日：令和７年
６月１日）について法令の主旨と対策を説明し、指導員から活発な意見が出て討議
をしました。
　また、下記議題について協議し、原案のとおり進めることとなりました。

　＜議題＞
　　（１）陸災防本部の令和７年度事業計画（案）に
　　　　 ついて
　　（２）陸災防茨城県支部の令和７年度事業計画に
　　　　 ついて
　　（３）陸災防茨城県支部の令和６年度実施状況に
　　　　 ついて
　　（４）令和６年度及び令和７年度における労働災害発生状況について
　　（５）令和７年度夏期安全パトロールの実施について
　　（６）令和７年度茨城県支部長表彰推薦について
　　（７）「STOP」熱中症、熱中症対策の義務化
　　（８）第 39 回フォークリフト運転競技茨城県大会結果報告
　　（９）第６１回全国陸上貨物運送事業労働災害防止大会 in 群馬
　　(10) 令和７年度陸災防補助対象
　　（11） その他

【陸災防指導員会議】（小倉邦義支部長）
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陸上貨物運送事業労働災害防止協会茨城県支部

ＴＥＬ：０２９（３０３）７２０３

ＦＡＸ：０２９（３０３）５０７０

～～ 茨茨城城県県トトララッックク協協会会会会員員へへおお知知ららせせ ～～

会会員員はは技技能能講講習習（（フフォォーーククリリフフトト、、ははいい作作業業主主任任者者、、小小型型

移移動動式式ククレレーーンン））をを労労働働局局長長登登録録教教習習機機関関ににおおいいてて受受講講しし

たた場場合合、、おおよよびび各各教教習習機機関関等等ににおおいいててテテーールルゲゲーートトリリフフ

タターー特特別別教教育育をを受受講講ししたた場場合合、、トトララッックク協協会会へへのの請請求求にによよりり

一一定定額額のの助助成成金金がが支支給給さされれまますす。。

詳詳細細はは、、トトララッックク協協会会業業務務部部へへおお尋尋ねね下下ささいい。。

～～ 講講習習会会にに参参加加すするる方方へへおお願願いい ～～

受受講講者者のの確確認認ののたためめ、、運運転転免免許許証証のの掲掲示示ををおお願願いいすするる

ここととががあありりまますす。。

ままたた、、発発熱熱等等のの症症状状ががみみらられれるる場場合合、、受受講講をを見見合合わわせせ

てて下下ささいい。。

～～ テテーールルゲゲーートトリリフフタターー特特別別教教育育 ～～

①① テテーールルゲゲーートトリリフフタターー特特別別教教育育イインンスストトララククタターー養養成成講講座座

・・ 開開催催日日時時 ８８月月１１９９日日（（火火）） ９９：：００００～～１１５５：：４４００

・・ 開開催催場場所所 茨茨城城県県トトララッックク総総合合会会館館

・・ 参参 加加 費費 会会 員員 ：： ３３５５，，２２００００円円

非非会会員員 ：： ４４５５，，１１００００円円

②②テテーールルゲゲーートトリリフフタターー特特別別教教育育（（学学科科・・実実技技））

・・ 開開催催日日時時 ９９月月２２６６日日（（金金）） ９９：：００００～～１１６６：：００００

・・ 開開催催場場所所 茨茨城城県県トトララッックク総総合合会会館館

・・ 参参加加費費 会会 員員 ：： １１３３，，２２００００円円

非非会会員員：： １１５５，，４４００００円円

陸上貨物運送事業労働災害防止協会茨城県支部

ＴＥＬ：０２９（３０３）７２０３

ＦＡＸ：０２９（３０３）５０７０

～～ 茨茨城城県県トトララッックク協協会会会会員員へへおお知知ららせせ ～～

会会員員はは技技能能講講習習（（フフォォーーククリリフフトト、、ははいい作作業業主主任任者者、、小小型型

移移動動式式ククレレーーンン））をを労労働働局局長長登登録録教教習習機機関関ににおおいいてて受受講講しし

たた場場合合、、おおよよびび各各教教習習機機関関等等ににおおいいててテテーールルゲゲーートトリリフフ

タターー特特別別教教育育をを受受講講ししたた場場合合、、トトララッックク協協会会へへのの請請求求にによよりり

一一定定額額のの助助成成金金がが支支給給さされれまますす。。

詳詳細細はは、、トトララッックク協協会会業業務務部部へへおお尋尋ねね下下ささいい。。

～～ 講講習習会会にに参参加加すするる方方へへおお願願いい ～～

受受講講者者のの確確認認ののたためめ、、運運転転免免許許証証のの掲掲示示ををおお願願いいすするる

ここととががあありりまますす。。

ままたた、、発発熱熱等等のの症症状状ががみみらられれるる場場合合、、受受講講をを見見合合わわせせ

てて下下ささいい。。

～～ テテーールルゲゲーートトリリフフタターー特特別別教教育育 ～～

①① テテーールルゲゲーートトリリフフタターー特特別別教教育育イインンスストトララククタターー養養成成講講座座

・・ 開開催催日日時時 ８８月月１１９９日日（（火火）） ９９：：００００～～１１５５：：４４００

・・ 開開催催場場所所 茨茨城城県県トトララッックク総総合合会会館館

・・ 参参 加加 費費 会会 員員 ：： ３３５５，，２２００００円円

非非会会員員 ：： ４４５５，，１１００００円円

②②テテーールルゲゲーートトリリフフタターー特特別別教教育育（（学学科科・・実実技技））

・・ 開開催催日日時時 ９９月月２２６６日日（（金金）） ９９：：００００～～１１６６：：００００

・・ 開開催催場場所所 茨茨城城県県トトララッックク総総合合会会館館

・・ 参参加加費費 会会 員員 ：： １１３３，，２２００００円円

非非会会員員：： １１５５，，４４００００円円
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茨城県トラック協会人事異動（敬称略）

　発令日：令和７年６月３０日付　退職　　※長い間、たいへんご苦労様でした。
　大貫　　仁　　参与 
　佐藤裕理子　　総務部 副参事

　発令日：令和７年６月２４日付
　鈴木　正計　　常務理事兼事務局長（事務局長兼総務部長）

　発令日：令和７年７月１日付
　大貫　健一　　陸災防茨城県支部指導講習部長（陸災防茨城県支部 調査役）
　豊田　政志　　適正化事業部調査役（陸災防茨城県支部 指導講習部長）
　小坂　宣弘　　陸災防茨城県支部 　（適正化事業部 指導員）
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茨城トラック情報別冊

令令和和７７年年度度

助助 成成 事事 業業 のの ごご 案案 内内

本本年年度度のの各各種種助助成成事事業業をを取取りりままととめめままししたた。。申申請請書書・・実実績績報報告告書書等等はは

期期限限ままででにに提提出出ししてていいたただだききまますすよよううおお願願いいいいたたししまますす。。

一一般般社社団団法法人人茨茨城城県県トトララッックク協協会会



≪令和７年度助成金交付申請書作成の留意点≫

・昨年度より変更している箇所がありますので、事業実行前に各要領を確認

いただき、交付要件や手続き上の制約条件などを充分にご理解いただいた

上、申請して下さい。

なお、申請様式等は、茨城県トラック協会ホームページの会員専用ページ

からもダウンロードできます。

・・申申請請期期限限

導導入入 取取得得 期期間間 申申請請期期限限 振振込込日日

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金 １１１１月月末末

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１ 月月 ９９ 日日 金金 １１ 月月末末

１１２２月月１１日日 月月 ～～３３月月１１５５日日 日日 ３３ 月月１１６６日日 月月 ３３ 月月末末

※振込日は都合により変更する場合がありますので、予めご了承ください。

・・申申請請要要件件

１ 各助成事業の対象は、会費未納がない会員事業者とします。

２ 上記期限は、事業に係る支払等が完了し申請書類一式を提出する期限

とします。なお、上上記記期期限限内内ででああっっててもも、、全全トト協協、、茨茨トト協協、、各各々々のの予予算算額額

にに達達ししたた時時点点でで受受付付をを終終了了ししまますす。。

３ 前前年年度度事事業業（（令令和和６６年年度度分分））をを持持ちち越越ししててのの申申請請はは出出来来まませせんん。。ままたた、、令令

和和８８年年３３月月１１６６日日～～３３月月３３１１日日ままででのの期期間間はは、、助助成成対対象象外外ととななりりまますすのの

でで予予めめごご了了承承くくだだささいい。。

・・申申請請書書作作成成のの注注意意点点

１ 助助成成対対象象ととななるる価価格格（（費費用用））はは、、全全てて消消費費税税をを除除いいたた額額ととししまますす。。

２ 申請額については、茨茨トト協協ののみみの額を記入してください。（全ト協より

助成のある事業は、協会で一括して申請します）なお、行政からの指導に

より、訂訂正正印印等等にによよるる申申請請額額のの訂訂正正ははででききまませせんんのでご注意ください。

３ 提提出出期期限限ままででにに申申請請書書のの提提出出がが間間にに合合わわなないい、、支支払払いいがが間間にに合合わわなないい等等

のの場場合合はは、、事事前前にに必必ずず協協会会ままででごご相相談談くくだだささいい。。

４ 県県内内にに複複数数拠拠点点をを有有すするる事事業業者者ににつついいててはは、、原原則則ととししてて本本社社ままたたはは県県内内

をを統統括括すするる支支店店等等がが取取りりままととめめのの上上、、申申請請書書をを作作成成ししててくくだだささいい。。

・・そそのの他他

１ 以以下下のの助助成成事事業業はは、、令令和和６６年年度度ををももっってて廃廃止止ととななりりままししたた。。

① 感染症予防対策助成事業

【各種助成金の問い合わせ先】

茨城県トラック協会 業務部 ＴＥＬ ０２９－３０３－６３６３

（ホームページ）

「会員専用ページ」→「助成金情報」
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令和７年度予算額一覧

単位：千円

項 目 全ト協予算額 茨ト協予算額

環境対応車 ・ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ等 導入促進助成事業 ※１２０，０００ １，９２０

先進環境対応車導入助成事業 ２２，１５０

ドライブレコーダー機器導入促進助成事業 １０，０００

安全装置等導入促進助成事業 ９，３９０ １２，４００

アイドリングストップ支援機器導入助成事業 １，５００ ５，２００

血圧計導入促進助成事業 ※３０，０００ ２５０

睡眠時無呼吸症候群検査助成事業 ４，５００ ４，５００

Ｇマークステッカー等購入費用助成事業 １，２００

グリーン経営認証取得助成事業 ２，２５０

ＩＳＯ認証取得助成事業 ５５０

働きやすい職場認証取得助成事業 １，８００

信用保証料助成事業 ※４０，０００ ３，５００

各種技能講習資格取得助成事業 １，８４０

運転免許取得助成事業 ※９８，７００ ３９，５００

トラック運転者の定期健康診断受診助成事業 ４８，０００

脳ＭＲＩ健診受診助成事業 ２，５００

転落災害防止用昇降設備導入促進助成事業 １，０００

テールゲートリフター特別教育及びインストラクター養成講座受講助成事業 ３５０

◆上記一覧の※印については、全ト協の総額 県別の予算無し
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環境対応車導入促進助成事業

予予算算額額 全全トト協協 １１２２００，，００００００千千円円

茨茨トト協協 １１，，９９２２００千千円円

１．助成対象車両
車両総重量２．５トン超の下記車両で、県内において初度登録の事業用

トラックとします。
（１）天然ガス自動車
（２）ハイブリッド自動車
（３）電気自動車
（４）燃料電池自動車

２．申請受付・登録期間
原原則則ととししてて登登録録前前のの申申請請手手続続ききがが必必要要でですす。。
なお、既に車両を登録している場合はお問合せ下さい。

＜＜全全トト協協＞＞
受受付付期期間間 令和８年１月３０日まで
車車両両登登録録 令和７年４月１日～令和８年３月１３日

＜＜茨茨トト協協＞＞
受受付付期期間間 令和８年１月３０日まで
車車両両登登録録 令和７年４月１日～令和８年３月１３日

※１ ４月～６月の登録車両については、７月３１日を受付期限とします。
※２ 上記期間内であっても、予算額に達した時点で受付が終了となります。

３．助成金額
ＰＰ ３３の「「令令和和７７年年度度環環境境対対応応車車等等助助成成額額一一覧覧表表」」をご覧下さい。

４．助成条件
・茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降に登録した車両を対象とします）
・電気自動車および燃料電池自動車については、中小企業者を対象とします。

※中小企業者とは、中小企業庁の解釈により、以下のいずれかとします。
①資本金の額または出資の総額が３億円以下の会社
②常時使用する従業員の数が３００人以下の会社及び個人

５．留意事項

・リース導入であっても、助成金の振込先は事業者となります。
・新古車、中古車は対象外とします。

申請を希望される場合は、当協会へご連絡ください
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先進環境対応車導入助成事業

予予算算額額 ２２２２，，１１５５００千千円円

１．助成対象車両

県内において初度登録の事業用トラックで、以下の型式の車両総重量３．

５トン以上のディーゼルトラックとします。

対象型式 排出ガス識別記号 ２ＫＧ ２ＰＧ ２ＲＧ ２ＴＧ

２．助成金額

ＰＰ ３３の「「令令和和７７年年度度環環境境対対応応車車等等助助成成額額一一覧覧表表」」をご覧下さい。

３．対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までの間に初度登録をし、か

つ、支払いが終了 割賦又はリースの場合は契約が完了 する車両とします。

４．実績報告及び助成金の請求

実績報告書に必要事項を記載し、以下の期日までに助成金を請求してく

ださい。

導導入入 取取得得 期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

（添付書類）

・一括購入の場合 ①自動車検査証記録事項の写し 初度登録時のもの

②請求書の写し

③支払いを証明するものの写し（領収書・振込書等）

・割賦の場合 ①自動車検査証記録事項の写し 初度登録時のもの

②割賦販売契約書の写し 車番の記載がない場合は、

物件受領証等、車番を確認できる書類を添付する

こと

・リースの場合 ①自動車検査証記録事項の写し 初度登録時のもの

②リース契約書の写し 車番の記載がない場合は、借

受証、車番を確認できる書類を添付すること）

５．助成条件

・茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降に登録した車両を対象とします）

６．留意事項

・リース導入であっても、助成金の振込先は事業者となります。

・新古車、中古車は対象外とします。
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令和７年度環境対応車等助成額一覧表

１１．．天天然然ガガスス自自動動車車

リース、買取り 割賦 （単位：円）

クラス 全ト協 茨ト協 合 計

最大積載量４ｔ未満 １２２，０００ １２１，０００ ２４３，０００

最大積載量４ｔ以上 ４５９，０００ ４５８，０００ ９１７，０００

車両総重量１２ｔ超 １，０００，０００ － １，０００，０００

２２．．ハハイイブブリリッッドド自自動動車車

リース、買取り 割賦 （単位：円）

クラス 全ト協 茨ト協 合 計

最大積載量４ｔ未満 ９７，０００ ９６，０００ １９３，０００

最大積載量４ｔ以上 ３３５，０００ ３３４，０００ ６６９，０００

車両総重量１２ｔ超 ６００，０００ － ６００，０００

３３．．電電気気自自動動車車

リース、買取り 割賦 （単位：円）

クラス 全ト協 茨ト協 合 計

車両総重量２．５ｔ以上 ３００，０００ ２９９，０００ ５９９，０００

４４．．燃燃料料電電池池自自動動車車

リース、買取り 割賦 （単位：円）

クラス 全ト協 茨ト協 合 計

最大積載量４ 未満 ３００，０００ ２９９，０００ ５９９，０００

５５．．先先進進環環境境対対応応車車

リース、買取り 割賦 （単位：円）

（注）茨茨トト協協かかららのの環環境境対対応応車車等等導導入入促促進進助助成成金金はは、、上上記記１１～～５５のの助助成成総総額額でで１１事事業業

者者２２００００万万円円をを限限度度ととししまますす。。

区分※ 車両総重量 全 ト 協 茨 ト 協 合 計

小型 ３．５ｔ以上７．５ｔ未満 － １５，０００ １５，０００

中型 ７．５ｔ以上１２ｔ未満 － ２５，０００ ２５，０００

大型 １２ｔ以上 － ４０，０００ ４０，０００
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年 月 日 
 

先先進進環環境境対対応応車車導導入入助助成成実実績績報報告告書書

（（助助成成金金交交付付請請求求書書））  
 
一般社団法人茨城県トラック協会  

会 長  小 倉 邦 義  殿 
 

住 所 
事業者名 
代表者名   ㊞ 

 

先進環境対応車導入助成金交付要綱第６条に基づき、助成金の支払いについて、

下記のとおり請求します。 
  

記

助成金請求額 円（請求台数 台分） 

１．導 入 方 法 購入 ・ 割賦 ・ リース （○印） 
（リース会社：   ） 

２．車種クラ ス 大型 ・ 中型 ・ 小型 （○印） 
３．車名・ 型 式  
４．車両登録 日 年 月 日 
５．車両登録番号  
６．振込先 口 座 

 銀行 支店 
 ［口座種別］ 普通 ・ 当座 （○印） 
 ［口座番号］  

 ［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］  
 
【添付書類】（１）導入した車両の自動車検査証記録事項の写し 

 （２）車両代金支払いに係る請求書および領収書の写し 
 （割賦又はリースの場合は契約書の写し）  

 
※車両が２台以上の場合は、内訳書に記載し添付して下さい。 

 
連絡先 担当者名： ： ：  

協会受付印 
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名
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月
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月
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月
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月
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月
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額

 
①
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１
５

,０
０
０
円

②
中
型

２
５

,０
０
０
円

③
大
型

４
０

,０
０
０
円

 

別
紙
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ドライブレコーダー機器導入促進助成事業

予予算算額額 １１００，，００００００千千円円
１．対象機器

県内登録の事業用トラックに新たに導入する、ドライブレコーダー機器（運

行管理連携型）とします。

※ 対象機器は、Ｐ ７～１０の「助成対象機器一覧」をご覧下さい。

２．助成額

１台あたり１０，０００円

３．対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに導入が完了し、支払いが終

了（割賦又はリースの場合は契約が完了）する機器とします。

４．実績報告及び助成金の請求

実績報告書に必要事項を記載し、以下の期日までに助成金を請求してく

ださい。

導導入入期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

（添付書類）

・装着車両内訳書

・装着証明書

・請求明細書の写し

・支払いを証明するものの写し（領収書・振込書等）

（割賦の場合は割賦販売契約書、リースの場合はリース契約書の写し）

５．助成条件

・茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降に導入した機器を対象とします）

・助助成成台台数数はは、、会会費費請請求求台台数数をを限限度度とします。

６．留意事項

・新古品、中古品は対象外とします。
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年 月 日

ドドラライイブブレレココーーダダーー機機器器導導入入促促進進助助成成実実績績報報告告書書

（（助助成成金金交交付付請請求求書書））

一般社団法人茨城県トラック協会  
会 長  小 倉 邦 義  殿 

住 所

事業者名

代表者名 ㊞
 
 

ドライブレコーダー機器導入促進助成金交付要綱第４条に基づき、関係書類を

添え、助成金の支払いについて下記のとおり請求します。

記

 
助成金請求額 円（請求台数 台分）

 
 
 
１．メーカー 名  

２．機器名・型式

３．振込先口 座

銀行 支店

［口座種別］ 普通 ・ 当座 （○印）

［口座番号］

［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］  
 
【添付書類】（１）装着車両内訳書(別紙)

 （２）装着証明書(別紙) 
 （３）請求明細書および領収書の写し  

（割賦又はリースの場合は契約書の写し）  
 
 
 
連絡先 担当者名： ： ：  

協会受付印 
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安全装置等導入促進助成事業

予予算算額額 全全トト協協 ９９，，３３９９００千千円円

茨茨トト協協 １１２２，，４４００００千千円円

１．対象装置

県内登録の事業用トラックまたは県内の事業所に新たに導入する、以下の安

全装置等とします。

①①後後方方視視野野確確認認支支援援装装置置（（ババッッククアアイイカカメメララ））

②②側側方方視視野野確確認認支支援援装装置置（（ササイイドドビビュューーカカメメララ））

※※中中型型車車（（車車両両総総重重量量７７．．５５トトンン））以以上上にに限限るる。。

③③ 呼呼吸吸吹吹込込みみ式式アアルルココーールルイインンタターーロロッックク

④④ 車車両両盗盗難難防防止止装装置置（（車車両両にに装装着着すするる装装置置））

⑤⑤ 大大型型車車用用トトルルクク・・レレンンチチ

⑥⑥ 側側方方衝衝突突監監視視警警報報装装置置

※※車車両両総総重重量量７７．．５５トトンン以以上上のの車車両両にに限限るる。。

ままたた、、トトララククタタにに装装着着のの場場合合、、第第５５輪輪荷荷重重がが８８．．５５トトンン以以上上にに限限るる。。

※ 対象装置は、Ｐ １５～２３の「助成対象機器一覧」をご覧下さい。

※ ④の装置は、車両の盗難防止に効果のある装置とし、効果の有無につ

いては協会で決定します。 機能確認のため、カタログ、仕様書、説明

書、写真等を添付してください

なお、イイモモビビラライイザザーーはは助助成成対対象象外外ととししまますす。。

※ ⑤は、車車両両総総重重量量８８トトンン以以上上のの事事業業用用トトララッッククをを管管理理すするる事事業業所所が導

入した、「「６６００００ＮＮ・・ｍｍ」」以以上上のの締締めめ付付けけ能能力力をを有有すするる大大型型車車用用トトルル

ククレレンンチチとし、１１事事業業所所１１台台をを限限度度とします。

ななおお、、締締めめ付付けけ能能力力ははカカタタロロググ、、仕仕様様書書等等でで確確認認ししまますすがが、、万万一一確確認認

ががででききなないい場場合合はは、、「「６６００００ＮＮ・・ｍｍ」」以以上上のの締締めめ付付けけ能能力力をを有有すするる旨旨、、

販販売売業業者者へへ証証明明をを依依頼頼ししててくくだだささいい。

※ 全ト協において、別途ＩＴ機器を活用した遠隔地で行う点呼に使用す

る携帯型アルコール検知機に対する助成（１台につき２０，０００円）

を行っておりますので、申請を希望される場合は当協会へご連絡くだ

さい。

２．助成額（金額はいずれも限度額） （単位：円）

後方視野確認

支援装置

側方視野確認

支援装置
ｱﾙｺｰﾙｲﾝﾀｰﾛｯｸ 車両盗難防止

助成率 取得価格の 取得価格の 取得価格の ―

茨ト協 １０ ０００ １０ ０００ １０ ０００ ２０ ０００

全ト協 ２０ ０００ ― ２０ ０００ ―

合 計 ３０ ０００ １０，０００ ３０ ０００ ２０ ０００

安全装置等導入促進助成事業

予予算算額額 全全トト協協 ９９，，３３９９００千千円円

茨茨トト協協 １１２２，，４４００００千千円円

１．対象装置

県内登録の事業用トラックまたは県内の事業所に新たに導入する、以下の安

全装置等とします。

①①後後方方視視野野確確認認支支援援装装置置（（ババッッククアアイイカカメメララ））

②②側側方方視視野野確確認認支支援援装装置置（（ササイイドドビビュューーカカメメララ））

※※中中型型車車（（車車両両総総重重量量７７．．５５トトンン））以以上上にに限限るる。。

③③ 呼呼吸吸吹吹込込みみ式式アアルルココーールルイインンタターーロロッックク

④④ 車車両両盗盗難難防防止止装装置置（（車車両両にに装装着着すするる装装置置））

⑤⑤ 大大型型車車用用トトルルクク・・レレンンチチ

⑥⑥ 側側方方衝衝突突監監視視警警報報装装置置

※※車車両両総総重重量量７７．．５５トトンン以以上上のの車車両両にに限限るる。。

ままたた、、トトララククタタにに装装着着のの場場合合、、第第５５輪輪荷荷重重がが８８．．５５トトンン以以上上にに限限るる。。

※ 対象装置は、Ｐ １５～２３の「助成対象機器一覧」をご覧下さい。

※ ③の装置は、車両の盗難防止に効果のある装置とし、効果の有無につ

いては協会で決定します。 機能確認のため、カタログ、仕様書、説明

書、写真等を添付してください

なお、イイモモビビラライイザザーーはは助助成成対対象象外外ととししまますす。。

※ ④は、車車両両総総重重量量８８トトンン以以上上のの事事業業用用トトララッッククをを管管理理すするる事事業業所所が導

入した、「「６６００００ＮＮ・・ｍｍ」」以以上上のの締締めめ付付けけ能能力力をを有有すするる大大型型車車用用トトルル

ククレレンンチチとし、１１事事業業所所１１台台をを限限度度とします。

ななおお、、締締めめ付付けけ能能力力ははカカタタロロググ、、仕仕様様書書等等でで確確認認ししまますすがが、、万万一一確確認認

ががででききなないい場場合合はは、、「「６６００００ＮＮ・・ｍｍ」」以以上上のの締締めめ付付けけ能能力力をを有有すするる旨旨、、

販販売売業業者者へへ証証明明をを依依頼頼ししててくくだだささいい。

※ 全ト協において、別途ＩＴ機器を活用した遠隔地で行う点呼に使用す

る携帯型アルコール検知機に対する助成（１台につき２０，０００円）

を行っておりますので、申請を希望される場合は当協会へご連絡くだ

さい。

２．助成額（金額はいずれも限度額） （単位：円）

後方視野確認

支援装置

側方視野確認

支援装置
ｱﾙｺｰﾙｲﾝﾀｰﾛｯｸ 車両盗難防止

助成率 取得価格の 取得価格の 取得価格の ―

茨ト協 １０ ０００ １０ ０００ １０ ０００ ２０ ０００

全ト協 ２０ ０００ ― ２０ ０００ ―

合 計 ３０ ０００ １０，０００ ３０ ０００ ２０ ０００
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トルクレンチ
側方衝突監視

警報装置

助成率 取得価格の 取得価格の

茨ト協 ３０，０００ ２０ ０００

全ト協 ３０，０００ １００，０００

合 計 ６０，０００ １２０，０００

※※取取得得価価格格はは消消費費税税をを除除くく。。

注注 全全トト協協助助成成金金ににつついいてて
全全トト協協のの予予算算額額にに達達ししたた時時点点でで受受付付がが終終了了ととななりりまますす。。

３．対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに導入が完了し、支払いが終

了（割賦又はリースの場合は契約が完了）する装置とします。

４．実績報告及び助成金の請求

実績報告書に必要事項を記載し、以下の期日までに助成金を請求してく

ださい。

導導入入期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

（添付書類）

・装着車両内訳書

・装着証明書（トルクレンチは不要）

・自動車検査証記録事項の写し（側方衝突監視警報装置の場合）

・カタログ、仕様書、写真等（トルクレンチ、車両盗難防止装置の場合）

・請求明細書の写し

・支払いを証明するものの写し（領収書・振込書等）

（割賦の場合は割賦販売契約書、リースの場合はリース契約書の写し）

５．助成条件

・茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降に導入した装置を対象とします）

・助助成成台台数数はは、、上上記記①①～～④④・・⑥⑥のの合合計計でで会会費費請請求求台台数数をを限限度度とします。

（トルクレンチは除く）

６．留意事項

・新古品、中古品は対象外とします。
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年 月 日 
 

安安全全装装置置等等導導入入促促進進助助成成実実績績報報告告書書  
（（助助成成金金交交付付請請求求書書））  

 
一般社団法人茨城県トラック協会  

会 長  小 倉 邦 義  殿 
 

住 所 
事業者名 
代表者名 ㊞ 

 
安全装置等導入促進助成金交付要綱第 4 条に基づき、関係書類を添え、助成 

金の支払いについて下記のとおり請求します。 

記

助成金請求額 円（請求台数 台分） 
（※消費税は除く） 

 
内訳  ＠１０,０００限度× 台（後方・側方・ｲﾝﾀｰﾛｯｸ） 

＠２０,０００限度× 台（盗難防止・側方衝突監視）   ＠３０,０００限度× 台（トルクレンチ）     
１．導 入 機 器 後方視野確認支援装置・側方視野確認支援装置

アルコールインターロック・車両盗難防止

トルクレンチ・側方衝突監視警報装置（○印）

２．メーカー 名  

３．機器名・型式

４．振込先口 座

銀行 支店

［口座種別］ 普通 ・ 当座 （○印）

［口座番号］

［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］  
 
【添付書類】（１）装着車両内訳書 別紙

 （２）装着証明書(別紙※トルクレンチは不要) 
 （３）自動車検査証記録事項の写し  

（側方衝突監視警報装置の場合）  
（４）仕様書等の写し(盗難防止・トルクレンチの場合) 

 （５）請求明細書および領収書の写し  
（割賦又はリースの場合は契約書の写し）  

連絡先 担当者名： ： ：  
 

協会受付印 
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別
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５
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６
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２
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２
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２
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６
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２

３
４

５
６

円
年

月
日

合
計

円
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アイドリングストップ支援機器導入助成事業

予予算算額額 全全トト協協 １１，，５５００００千千円円

茨茨トト協協 ５５，，２２００００千千円円

１．対象機器

県内登録の事業用トラックに新たに導入する、以下のアイドリングストップ

支援機器とします。

①①エエアアヒヒーータタ ②②蓄蓄冷冷式式ククーーララーー ③③車車載載ババッッテテリリーー式式冷冷房房装装置置

※ 全ト協助成対象機器は、Ｐ．２７の「助成対象機器一覧」をご覧下さい。

２．助成額（金額はいずれも限度額） （単位：円）

エアヒータ 蓄冷式クーラー 車載ﾊﾞｯﾃﾘｰ式冷房装置

茨ト協 ６０ ０００ ２０ ０００ ６０ ０００

全ト協 ６０ ０００ ― ６０ ０００

合 計 １２０ ０００ ２０ ０００ １２０ ０００

※※取取得得価価格格はは消消費費税税をを除除くく。。

（（注注））全全トト協協助助成成金金ににつついいてて

①①取取得得価価格格のの１１／／２２でで６６００，，００００００円円をを限限度度ととししまますす。。

②②全全トト協協のの予予算算額額にに達達ししたた時時点点でで受受付付がが終終了了ととななりりまますす。。

３．対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに導入が完了し、支払いが終

了（割賦又はリースの場合は契約が完了）する機器とします。

４．実績報告及び助成金の請求

実績報告書に必要事項を記載し、以下の期日までに助成金を請求してく

ださい。

導導入入期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

（添付書類）

・装着車両内訳書

・装着証明書

・請求明細書

・支払いを証明するものの写し（領収書・振込書等）

（割賦の場合は割賦販売契約書、リースの場合はリース契約書の写し）

５．助成条件

・茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降に導入した機器を対象とします）

・助助成成台台数数はは、、会会費費請請求求台台数数をを限限度度とします。

６．留意事項

・新古品、中古品は対象外とします。
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令和７年５月現在

◎◎エエアアヒヒーータタ

メーカー名 機器名・型式

エバスペヒャー ミクニクライメットコ
ントロールシステムズ

エアトロニック　D２L

クロコアートファクトリー BRANOエアヒーター ATESO ALFA D２

ベバストサーモアンドコンフォート
ジャパン

ベバストヒーター　AT2000STC

メーカー名 機器名・型式

ISC-1800W  ｉ-cool+ (ｱｲｸｰﾙ ﾌﾟﾗｽ)

i-Cool mini (ｱｲｸｰﾙ ミニ)  

i-Cool Hi (ｱｲｸｰﾙ ﾊｲ)　ISC-2200W  

i-Cool Mini Ⅱ(アイクールミニツー)　ISC-1600W

クールトロニック 9457001

クールトロニック 9457321

クールトロニック 9457322

クールトロニック 9457323

クールトロニック 1600BW Cooltronic1600BW

スカニアジャパン

太陽工業 エアースタイル

デンソーソリューション トラック用停車時クーラー Everycool　448107-913*

ベバストクーラー　Cool Split20 Top/Back

Cool Split 20 Evo　4810194A（バックタイプ）

Cool Split 20 Evo　4810195A（トップタイプ）

HS THERMOクーラー　グッドエア(TOP)GA-35SR

HS THERMOクーラー　グッドエア(BACK)GA-35SW

HS THERMOクーラー　グッドエア(MONO)GA-35AR

ホワイトハウス クールトロニック

HS THERMO(ﾎｱｽﾝ ｻｰﾓ）／
大元ACN（ﾀﾞｲｹﾞﾝ ｴｰｼ-ｴﾇ）

令令和和７７年年度度アアイイドドリリンンググスストトッッププ支支援援機機器器助助成成対対象象機機器器一一覧覧（（全全トト協協分分））

◎◎車車載載ババッッテテリリーー式式冷冷房房装装置置

エバスペヒャー ミクニクライメットコ
ントロールシステムズ

ベバストサーモアンドコンフォート
ジャパン

いすゞＡ＆Ｓ



-28-

年 月 日

アアイイドドリリンンググスストトッッププ支支援援機機器器導導入入助助成成実実績績報報告告書書

（（助助成成金金交交付付請請求求書書））

一般社団法人茨城県トラック協会  
会 長  小 倉 邦 義  殿 

住 所

事業者名

代表者名 ㊞

アイドリングストップ支援機器導入助成金交付要綱第４条に基づき、助成金の支払

いについて下記のとおり請求します。

記

助成金請求額 円（請求台数 台分） 

１．導 入 機 器 エアヒータ ・蓄冷式クーラー

車載バッテリー式冷房装置 （○印）

２．メ ー カ ー 名  

３．機器名・型式

４．振 込 先 口 座 

 銀行 支店 
 ［口座種別］ 普通 ・ 当座 （○印） 
 ［口座番号］  

 ［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］  
 
【添付書類】（１）装着車両内訳書(別紙) 

（２）装着証明書(別紙) 
 （３）請求明細書および領収書の写し  

 （割賦又はリースの場合は契約書の写し）  
 

連絡先 担当者名： ： ：  

協会受付印 
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血圧計導入促進助成事業

予予算算額額 全全トト協協 ３３００，，００００００千千円円

茨茨トト協協 ２２５５００千千円円

１．対象機器

県内の営業所に新たに導入する管理医療機器かつ特定保守管理医療機器で

ある全自動血圧計（業務用）とします。

※ 対象機器は、Ｐ ３１の「助成対象機器一覧」をご覧下さい。

２．助成額（金額はいずれも限度額） （単位：円）

茨ト協 全ト協 合計

助 成 率 取得価格の 取得価格の ―

助成限度額 ２５，０００ ５０，０００ ７５，０００

※※取取得得価価格格はは消消費費税税をを除除くく。。

注注 全全トト協協助助成成金金ににつついいてて

全全トト協協のの予予算算額額にに達達ししたた時時点点でで受受付付がが終終了了ととななりりまますす。。

３．対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに導入が完了し、支払いが終

了する機器とします。

４．実績報告及び助成金の請求

実績報告書に必要事項を記載し、以下の期日までに助成金を請求してく

ださい。

導導入入期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

（添付書類）

・請求明細書

・支払いを証明するものの写し（領収書・振込書等）

（割賦の場合は割賦販売契約書）

５．助成条件

・茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない中中小小企企業業者者のの会会員員とします。

（入会以降に導入した機器を対象とします）

※中小企業者とは、中小企業庁の解釈により、以下のいずれかとします。

①資本金の額または出資の総額が３億円以下の会社

②常時使用する従業員の数が３００人以下の会社及び個人

６．留意事項

・機器のリース導入は対象外とします。

・新古品、中古品は対象外とします。
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令和７年５月現在

メーカー名 機　器　名　称 型　　　式

ＴＭ２６５７Ｐ－ＪＣ

ＴＭ２６５７ＶＰ－ＪＣ

ＴＭ２６５７ＷＰ－ＪＣ

ＴＭ２６５７ＷＶＰ－ＪＣ

ＨＢＰ－９０２０－ＪＰ

ＨＢＰ－９０２１－ＪＰ

ＨＢＰ－９０２０

ＨＢＰ－９０２１

ＨＢＰ－９０３０

ＨＢＰ－９０３１Ｃ

ＨＢＰ－９０３５

ＨＢＰ－９０３６Ｃ

ＵＤＥＸ－ｉ　ＴｙｐｅⅡ

ＵＤＥＸ－ｉ２　ＴｙｐｅⅡ

(株)スズケン 全自動血圧計 ＡＣ　０５Ｐ

ＢＰ－９００

ＢＰ－９１０

全自動血圧計
診之助 Ｓｌｉｍ

(株)タニタ 全自動血圧計

令令和和７７年年度度血血圧圧計計導導入入促促進進助助成成対対象象機機器器一一覧覧

オムロンヘルスケア(株)
自動血圧計

健太郎

キヤノンマーケティングジャパン(株) 全自動血圧計

(株)エー・アンド・デイ
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年 月 日 
 
 

血血圧圧計計導導入入助助成成実実績績報報告告書書  
（（助助成成金金交交付付請請求求書書））  

 
一般社団法人茨城県トラック協会  

会 長  小 倉 邦 義  殿 
 

住 所 
事業者名 
代表者名 ㊞ 

 

血圧計導入助成要綱第４条に基づき、関係書類を添え、助成金の支払いにつ

いて下記のとおり請求します。  
 

記 

助成金請求額 円（請求台数 台分） 
（※消費税は除く） 

 
１．導入営業所名 営業所 

営業所  
営業所  

 
２．導入機器名・導入日 

・  年 月 日 
 
３．振 込 先口 座 

 銀行 支店 
 ［預金口座］ 普通 ・ 当座 （○印） 
 ［口座番号］  

 ［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］  
 
【添付書類】（１）請求明細書および領収書の写し  

 （割賦の場合は契約書の写し）  
 
連絡先 担当者名： ： ：  

 

協会受付印 
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睡眠時無呼吸症候群検査助成事業

予予算算額額 全全トト協協 ４４，，５５００００千千円円

茨茨トト協協 ４４，，５５００００千千円円

１．助成対象

ＳＡＳのスクリーニング検査のうち健康保険適用外である以下のものとし

ます。

・第１次検査（簡易アンケートによるチェック、解析、判定）

・第２次検査（フローセンサ法やパルスオキシメトリ等による簡易スクリー

ニング検査）

２．助成額

第１次・第２次検査費用の半額（上上限限２２，，５５００００円円／／人人）

※ 全ト協からも同額の協調補助がありますが、国国のの助助成成制制度度をを利利用用ししてて

いいるる場場合合ににはは、、全全トト協協かかららのの協協調調補補助助ははあありりまませせんん。。

また、全全トト協協のの予予算算額額にに達達ししたた時時点点でで受受付付がが終終了了ととななりりまますす。。

３．助成対象検査・医療機関

全ト協及び茨ト協が認めたＳＡＳ対策に積極的に取り組んでいる検査・医療

機関とします。

検査・医療機関 検査費用

ＮＮＰＰＯＯ法法人人睡睡眠眠健健康康研研究究所所
〒 － 東京都世田谷区大原

－ － － －
５５，，５５００００円円

ＮＮＰＰＯＯ法法人人ヘヘルルススケケアアネネッットトワワーークク
〒 － 大阪府大阪市城東区鴫野西

大阪府トラック総合会館 階

－ － － －

５５ ５５００００円円

一一般般財財団団法法人人運運輸輸・・交交通通ＳＳＡＡＳＳ対対策策支支援援セセンンタターー
〒 － 東京都新宿区四谷

全日本トラック総合会館 階

－ － － －

５５ ２２４４００円円

社社会会福福祉祉法法人人白白十十字字会会白白十十字字総総合合病病院院
〒 茨城県神栖市賀 ６６，，６６００００円円

医医療療法法人人慶慶友友会会守守谷谷慶慶友友病病院院
〒 茨城県守谷市立沢 ５５，，１１７７００円円

医医療療法法人人慈慈厚厚会会野野上上病病院院
〒 茨城県土浦市東崎町 ７７，，００００００円円
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４ 対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに検査を実施し、支払いが終

了するものとします。

５．助成手続きの流れ

● 事前確認

① 助成の可否を、茨ト協へ確認して下さい。

● 申込・受付

② 茨ト協へ「事前申込書」 様式１－１ を提出して下さい。（ＦＡＸ可）

③ 茨ト協で受付印を押印後に返送しますので、検査・医療機関に予約し

て下さい。

● 検査の実施

④ 予約後、「申込書兼委任状」 様式１－２ に必要事項を記入して原本

を検査・医療機関に提出して下さい。

※写しをとって保管して下さい。

⑤ 検査費を支払い、検査費明細書・領収書等を保管して下さい。

⑥ 検査機器が宅配便等で送付されます。検査をしたら、すみやかに機器

を返却して下さい。

⑦ 返却のあと、結果が報告されます。

● 実績報告及び助成金の請求

⑧ 検査終了後、「実績報告書」（様式１－３ を、以下の期限までに茨

ト協に提出して下さい。 「検査・医療機関の検査費用明細書の写し」

と「支払いを証明するものの写し（領収書・振込書等）」を必ず添付し

てください

検検査査実実施施期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

６．助成条件

・茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降に実施した検査を対象とします）

・助助成成人人数数はは会会費費請請求求台台数数をを限限度度とします。

・県内の営業所に勤務する運運転転者者を対象とします。

申請を希望される場合は、当協会へご連絡ください
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【様式１－１】 （ 会員事業者 → 茨城県トラック協会 ）

トトララッックク運運転転者者のの睡睡眠眠時時無無呼呼吸吸症症候候群群にに係係るる

ススククリリーーニニンンググ検検査査事事前前申申込込書書

令和 年 月 日

一般社団法人茨城県トラック協会 会長 殿

トラック運転者の「睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）」スクリーニング検査を申し込みます。

事 業 者 名

代 表 者 名 印

住 所
〒 －

電話 ／ ＦＡＸ番号

担当者名

国の助成制度使用の有無 有 ・ 無

※※国国のの助助成成制制度度をを使使用用さされれるる場場合合はは、、全全トト協協かかららのの協協調調補補助助はは対対象象外外ととななりりまますす。。

検査を申込みされる検査・医療機関名の右側に、申込みされる人数をご記入ください。

全

ト

協

指

定

機

関

法人 睡眠健康研究所
人

法人 ヘルスケアネットワーク
人

一般財団法人 運輸・交通 対策支援センター
人

茨

ト

協

指

定

機

関

社会福祉法人白十字会 白十字総合病院
人

医療法人慶友会 守谷慶友病院
人

医療法人慈厚会 野上病院
人

※ 受診者数に変更が生じた場合は、必ず茨城県トラック協会までご連絡下さい。なお、

増員については、受診前に連絡がない場合は助成が受けられない場合があります。
協会受付印 
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【
様

式
１
－

２
】

（
会
員
事
業
者

→
検
査
・
医
療
機
関

）

ト ト
ララ
ッッ
クク
運運
転転
者者
のの
睡睡
眠眠
時時
無無
呼呼
吸吸
症症
候候
群群
にに
係係
るる

スス
クク
リリ
ーー
ニニ
ンン
ググ
検検
査査
申申
込込
書書
兼兼
委委
任任
状状

令
和

年
月

日

殿
（
検
査
を
申
込
み
さ
れ
る
検
査
・
医
療
機
関
名
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
）

事
業
者
名

（
連
絡
責
任
者
）

役
職
・
氏
名

代
表
者
名

印
電
話
番
号

住
所

〒
－

私
（
申
込
者
）
は
、
睡
眠
時
無
呼
吸
症
候
群
（
以
下
「

」
と
い
う
。
）
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
検
査
申
込
に
か
か
る
一

切
の
事
務
及
び

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
検
査
結
果
の
受
領
に
つ
い
て
は
、
上
記
事
業
者
に
委
任
致
し
ま
す
。

ま
た
、
検
査
の
結
果
、
「
精
密
検
査
が
必
要
」
と
判
断
さ
れ
た
場
合
は
、

が
原
因
と
思
わ
れ
る
健
康
起
因
事

故
及
び
労
働
災
害
事
故
を
未
然
に
防
止
す
る
こ
と
か
ら
検
査
・
医
療
機
関
な
ら
び
に
事
業
者
の
指
導
に
従
う
こ
と

を
同
意
致
し
ま
す
。

２
．
私
（
事
業
者
）
は
、
申
込
者
の
検
査
結
果
か
ら
得
た
個
人
情
報
の
保
護
に
充
分
配
慮
す
る
と
と
も
に
、
検
査
結
果

を
理
由
に
、
解
雇
や
配
置
転
換
な
ど
申
込
者
の
不
利
益
の
無
い
よ
う
に
す
る
こ
と
を
同
意
致
し
ま
す
。

３
．
私
（
事
業
者
、
申
込
者
）は
、

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
機
器
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て
は
充
分
注
意
致
し
ま
す
。

な
お
、
不
手
際
に
よ
り
破
損
、
紛
失
等
が
生
じ
た
場
合
は
相
当
額
を
賠
償
致
し
ま
す
。

４
．
正
本
は
検
査
・
医
療
機
関
に
提
出
し
、
事
業
者
は
写
し
を
保
管
す
る
。
な
お
、
申
込
者
よ
り
本
状
の
写
し
を
求
め

ら
れ
た
と
き
は
当
該
者
の
欄
の
み
の
写
し
を
渡
す
。

※ ※
検検
査査
・・
医医
療療
機機
関関
及及
びび
事事
業業
者者
はは
、、
個個
人人
情情
報報
保保
護護
法法
にに
もも
とと
づづ
きき
、、
本本
状状
のの
取取
りり
扱扱
いい
にに
つつ
いい
てて
目目
的的
外外
利利

用用
並並
びび
にに
紛紛
失失
、、
流流
失失
なな
どど
のの
無無
いい
よよ
うう
充充
分分
注注
意意
すす
るる
ここ
とと
。。

№ №
機機
器器
№№

申申
込込
者者

氏氏
名名

ふふ
りり

がが
なな

同同
意意
年年

月月
日日

１
年

月
日

２
年

月
日

３
年

月
日

４
年

月
日

５
年

月
日

№№
機機
器器
№№

申申
込込
者者
氏氏
名名

ふふ
りり
がが
なな

同同
意意
年年
月月
日日

６
年

月
日

７
年

月
日

８
年

月
日

９
年

月
日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

年
月

日

（
注
）
茨
城
県
ト
ラ
ッ
ク
協
会
へ
の
申
請
（
様
式
１
－
１
の
提
出
）
は
お
済
み
で
し
ょ
う
か
。

事
前
の
申
請
が
な
い
場
合
は
、
助
成
が
受
け
ら
れ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。
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【様式１－３】 （ 会員事業者 → 茨城県トラック協会 ）

トトララッックク運運転転者者のの睡睡眠眠時時無無呼呼吸吸症症候候群群にに係係るる

ススククリリーーニニンンググ検検査査実実績績報報告告書書

令和 年 月 日

一般社団法人茨城県トラック協会 会長 殿

トラック運転者の「睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）」スクリーニング検査助成金の交付を申請いたします。

助助成成金金交交付付申申請請金金額額 円円

受受診診ししたた検検査査・・医医療療機機関関

いずれかを○で囲んでください。

１１．． 法法人人睡睡眠眠健健康康研研究究所所

２２．． 法法人人ヘヘルルススケケアアネネッットトワワーークク

３３．．一一般般財財団団法法人人 運運輸輸・・交交通通 対対策策支支援援セセンンタターー

４４．．社社会会福福祉祉法法人人白白十十字字会会 白白十十字字総総合合病病院院

５５．．医医療療法法人人慶慶友友会会 守守谷谷慶慶友友病病院院

６６．．医医療療法法人人慈慈厚厚会会 野野上上病病院院

事 業 者 名

代 表 者 名 印

住 所
〒 －

担 当 者 名

電 話 番 号

一次検査受診者数 人人 二次検査受診者数 人人

事前申込書【様式１－１】でご記入いただいた申込み人数 人人

事前申込書【様式１－１】に対する受診状況についていずれかを○で囲んでください。

申請通りに全員受診済み

一部未受診者あり（①これから受診する 人 ②受診は中止する 人）

※ 未受診の方は早急に検査を受けてください。 また、事前申込書の検査受診人数を超過することはできません。

振 込 先

金融機関

金融機関名 銀行 支店

口 座 名 義

口 座 番 号
普通

当座

※ 検査・医療機関の検査明細書の写し及び領収書の写しを添付してください。
協会受付印 
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Ｇマークステッカー等購入費用助成事業

予予算算額額 １１，，２２００００千千円円

１．対象事業

県内の営業所における、車両や名刺に貼付するＧマークの購入費用等 税抜

き とします。

２．助成額

１事業者 ３３００，，００００００円円をを限限度度（（消消費費税税はは除除くく））

※※県県内内をを統統括括すするる支支店店・・本本社社等等はは、、県県内内営営業業所所分分をを取取りり纏纏めめのの上上、、ごご申申請請くく

だだささいい。。

３．対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに購入し、支払いが終了する

ものとします。

４．交付申請及び助成金の請求

実績報告書に必要事項を記載し、以下の期日までに助成金を請求してく

ださい。

購購入入期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

（添付書類）

・請求書の写し

・支払いを証明するものの写し（領収書・振込書等）

５．助成条件

茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降の購入分を対象とします）
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年 月 日

ＧＧママーーククスステテッッカカーー等等購購入入費費用用助助成成金金

交交付付申申請請書書（（請請求求書書））

一般社団法人茨城県トラック協会  
会 長  小 倉 邦 義  殿 

住 所

事業者名

代表者名 ㊞

関係書類を添え、助成金の支払いについて下記のとおり請求します。  

記

助成金請求額 円

（※消費税は除く） 
 
 

［振込先銀行］ 銀行 支店 
［口 座 種 別］ 普通  ・ 当座 （○印） 
［口 座 番 号］  

［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］  

【添付書類】（１）請求書の写し

（２）支払いを証明するものの写し 領収書・振込書等

連絡先 担当者名： ： ：

協会受付印 
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グリーン経営認証取得助成事業

予予算算額額 ２２，，２２５５００千千円円

１．対象事業

県内の営業所における、グリーン経営認証（トラック運送事業に限る）の取

得または更新に係る費用とします。

２．助成額

１事業所 営業所 あたり ５５００，，００００００円円

３．対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに取得または更新し、費用の

支払いが終了するものとします。

４．実績報告及び助成金の請求

実績報告書に必要事項を記載し、以下の期日までに助成金を請求してく

ださい。

取取得得・・更更新新期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

（添付書類）

・グリーン経営認証登録証等の写し

・請求明細書の写し

・支払いを証明するものの写し（領収書・振込書等）

５．助成条件

茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降の取得・更新分を対象とします）
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年 月 日 
 
  

ググリリーーンン経経営営認認証証取取得得助助成成実実績績報報告告書書  
（（助助成成金金交交付付請請求求書書））  

 
 
一般社団法人茨城県トラック協会  

会 長  小 倉 邦 義  殿 
 
 

住 所 
事業者名 
代表者名 ㊞ 

 
 

グリーン経営認証取得助成金交付要綱第３条に基づき、関係書類を添え、 
助成金の支払いについて下記のとおり請求します。 
 
 

記

助成金請求額 円

１．認証営業所名 営業所 
営業所  
営業所  

 
２．振込先口座 

 銀行 支店 
 ［口座種別］ 普通 ・ 当座 （○印） 
 ［口座番号］  

 ［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］  

【添付書類】（１）グリーン経営認証登録証等の写し 
 （２）請求明細書の写し

（３）支払いを証明するものの写し 領収書・振込書等

連絡先 担当者名： ： ：

協会受付印 
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ＩＳＯ認証取得助成事業

予予算算額額 ５５５５００千千円円

１．対象事業

県内の営業所における、次に挙げるＩＳＯ認証の取得または更新に係る費用

とします。

①ＩＳＯ ９００１ 品質マネジメントシステム

②ＩＳＯ １４００１ 環境マネジメントシステム

③ＩＳＯ ３９００１ 道路交通安全マネジメントシステム

２．助成額

上記①～③各々につき、１事業所 営業所 あたり ５５００，，００００００円円

注 維持審査のみは対象外となります。

３．対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに取得または更新し、費用の

支払いが終了するものとします。

４．実績報告及び助成金の請求

実績報告書に必要事項を記載し、以下の期日までに助成金を請求してく

ださい。

取取得得・・更更新新期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

（添付書類）

・ＩＳＯ認証登録証等の写し

・請求明細書の写し

・支払いを証明するものの写し（領収書・振込書等）

５．助成条件

茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降の取得・更新分を対象とします）
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年 月 日 
 
 

ＩＩＳＳＯＯ認認証証取取得得助助成成実実績績報報告告書書  
（（助助成成金金交交付付請請求求書書））  

 
 
一般社団法人茨城県トラック協会  

会 長  小 倉 邦 義  殿 
 

住 所 
事業者名 
代表者名  ㊞ 

 
 

ＩＳＯ認証取得助成金交付要綱第３条に基づき、関係書類を添え、助成金の

支払いについて下記のとおり請求します。 
 
 

記

助成金請求額 円

１．認証の種類および営業所 ＩＳＯ 営業所 

ＩＳＯ 営業所 

ＩＳＯ 営業所 

２．振込先口 座

銀行 支店

［口座種別］ 普通 ・ 当座 （○印）

［口座番号］

［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］

【添付書類】（１）ＩＳＯ認証登録証等の写し 
 （２）請求明細書の写し

（３）支払いを証明するものの写し 領収書・振込書等  

連絡先 担当者名： ： ：

協会受付印 
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働きやすい職場認証取得助成事業

予予算算額額 １１，，８８００００千千円円

１．対象事業

県内に本社を有する事業者における、働きやすい職場認証の新規 上位 認証

取得または認証継続に係る費用とします。

但し、県外に本社を有する事業者で、 一財 日本海事協会への審査申込を都

道府県単位で行っている場合には、県内の営業所は申請可能です。

２．助成額（単位：円）

区 分 新規認証取得 上位認証取得 同位認証継続

助成額 ５０，０００ ５０，０００ ３０，０００

３．対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに取得し、費用の支払いが終

了するものとします。

４．交付申請及び助成金の請求

実績報告書に必要事項を記載し、以下の期日までに助成金を請求してく

ださい。

認認証証期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

（添付書類）

・働きやすい職場認証制度登録証書の写し

・請求明細書の写し 審査料・登録料いずれも

・支払いを証明するものの写し 領収書・振込書等

・運転者職場環境良好度認証制度審査申込書 様式Ａ の写し

・本社・営業所一覧 様式Ｂ の写し

５．助成条件

茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降の取得分を対象とします）
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年 月 日

働働ききややすすいい職職場場認認証証取取得得助助成成実実績績報報告告書書  
（（助助成成金金交交付付請請求求書書））

一般社団法人茨城県トラック協会  
会 長  小 倉 邦 義  殿 

住 所

事業者名

代表者名 ㊞

働きやすい職場認証取得助成金交付要綱第４条に基づき、関係書類を添え、

助成金の支払いについて下記のとおり請求します。

該当する項目に○印を記入

新 規 認 証 取 得 円限度

上 位 認 証 取 得 円限度

同 位 認 証 継 続 円限度

記

助成金請求額 円 

 
［振込先銀行］ 銀行 支店 
［口 座 種 別］ 普通  ・ 当座 （○印） 
［口 座 番 号］  

［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］  
 
【添付書類】（１）働きやすい職場認証制度登録証書の写し  

 （２）請求明細書の写し 審査料・登録料

（３）支払いを証明するものの写し 領収書・振込書等

４ 審査申込書 様式Ａ の写し

５ 本社・営業所一覧 様式Ｂ の写し

連絡先 担当者名： ： ：  

協会受付印 
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信用保証料助成事業

予予算算額額 全全トト協協 ４４００，，００００００千千円円
茨茨トト協協 ３３，，５５００００千千円円

１．対象事業
茨城県信用保証協会の保証で新たに融資を受けたものとします。

① 国または茨城県が定めるセーフティネット保証の認定を受けたもの
（中小企業信用保険法第２条第５項第１号～第８号及び同条第６項）

② 国が定める「災害関係保証」（「激甚災害に対処するための特別の財政援
助等に関する法律第１２条」に基づき指定された東日本大震災に係る保証）
及び「東日本大震災復興緊急保証」（東日本大震災に対処するための特別の
財政援助及び助成に関する法律第１２８条）の認定を受けたもの
③ 上記以外の保証制度

２．助成額（金額はいずれも限度額・円未満は切り捨て） （単位：円）

①の保証 ②の保証 ③の保証

助成率 保証料支払額の 保証料支払額の 保証料支払額の

茨ト協 １００ ０００ ２００，０００ １００，０００

全ト協 １００ ０００ ２００，０００ ―

合 計 ２００ ０００ ４００，０００ １００，０００
※茨ト協からの助成金は１事業者あたり１０万円を限度 ②の保証は２０
万円を限度 とし、限度額に達するまで再申請できます。

３．対象期間
令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに信用保証料が支払われた

ものとします。

４．申請方法
実績報告書に必要事項を記載し、以下の期日までに助成金を請求してく

ださい。

保保証証料料支支払払期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

※上上記記①①・・②②ににつついいてて、、令令和和７７年年１１２２月月３３１１日日ままででにに支支払払いいををししてていいるる保保証証
料料はは、、令令和和８８年年２２月月２２７７日日ままででにに申申請請ししててくくだだささいい。。

（添付書類）
①の保証 ・信用保証決定のお知らせ お客様用 の写し

・融資計算書の写し
・セーフティネットに係る認定書の写し 市市町町村村発発行行

②の保証 ・信用保証決定のお知らせ お客様用 の写し
・融資計算書の写し
・「災害関係保証」または「東日本大震災復興緊急保証」に係

る認定書の写し 市市町町村村・商商工工会会議議所所発発行行
③の保証 ・信用保証決定のお知らせ お客様用 の写し

・融資計算書の写し

５．助成条件
・茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。
（入会以降の融資実行分を対象とします）
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年 月 日 

信信用用保保証証料料助助成成申申請請書書   

 
一般社団法人茨城県トラック協会  

会 長  小 倉 邦 義  殿 
 

住 所 
事業者名 
代表者名 ㊞ 
法人番号 

 
信用保証料助成金交付要綱第４条に基づき、関係書類を添え、助成金の支払いについ

て下記のとおり請求します。 
 
 

助成金申請額 円 
（※円未満切捨て） 

 
１．申請明細 

項 目 記  入  欄 備 考 
保証金額（借入金額）  円  
保証制度   
セーフティネット保証認定書 有 ・  無 （○をする）  
保証料率  ％  
借入金融機関／支店  ／ 支店  
借 入 日  年 月 日  
保証料金額（注１）  円  
助成申請額（注２）  円  

 
注１：公的機関等から助成がある場合は、その額を差引いた金額となります。 
注２：① 保証料金額の 2 分の 1 の額（セーフティネット保証は最大 20 万円、災害関係 

 保証または東日本大震災復興緊急保証は最大 40 万円、それ以外の保証は最大 
 10 万円）。 

② 再申請の場合は、備考に「再申請」と明記のこと。 
 
２．助成金の振込先 

金融機関名： 支店名 ：  

口座種別 ： 普通 ・ 当座 口座番号 ：  

口座
フ リ

名義
ガ ナ

：  
 

連絡先 担当者名： ： ：  
 

協会受付印 
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各種技能講習資格取得助成事業

予予算算額額 １１，，８８４４００千千円円

１．対象事業

労労働働局局長長登登録録教教習習機機関関でで新新たたにに取取得得ししたた、、以以下下のの技技能能資資格格ととししまますす。。

① フォークリフト運転技能資格

② 小型移動式クレーン運転技能資格

③ はい作業主任者技能資格

２．助成額

１名あたり

① フォークリフト運転技能資格 ９９ ００００００円円

② 小型移動式クレーン運転技能資格 ９９ ００００００円円

③ はい作業主任者技能資格 ４４ ００００００円円

３．対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに資格を取得し、支払いが終

了するものとします。

４．実績報告及び助成金の請求

実績報告書に必要事項を記載し、以下の期日までに助成金を請求してく

ださい。

取取得得期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

（添付書類）

・資格取得者名簿

・在職証明書

・資格取得に係る費用の支払いを証明するものの写し

（領収書・振込書等）

・資格者証の写し

５．助成条件

・茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降の取得分を対象とします）

・県内の営業所に勤務する従業員を対象とします。
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年 月 日

各各種種技技能能講講習習資資格格取取得得助助成成金金交交付付申申請請書書

一般社団法人茨城県トラック協会  
会 長  小 倉 邦 義  殿 

住 所

事業者名

代表者名 ㊞

各種技能講習資格取得に係る助成金交付要綱第５条に基づき、関係書類

を添え、助成金の支払いについて、下記のとおり請求します。

該当する項目に○印・人数を記入

フォークリフト運転技能資格 名 円 名

小型移動式クレーン運転技能資格 名 円 名

は い 作 業 主 任 者 技 能 資 格 名 円 名

記

助成金申請額 円（但し 名分） 

 
［振込先銀行］ 銀行 支店 
［口 座 種 別］ 普通  ・ 当座 （○印） 
［口 座 番 号］  

［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］  
 
【添付書類】（１）資格取得者名簿(別紙１) 

 （２）在職証明書(別紙２) 
 （３）資格取得に係る領収書の写し  
 （４）資格者証の写し  

 
 
 
 
連絡先 担当者名： ： ：  

 

協会受付印 
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別紙１

各各種種技技能能講講習習資資格格取取得得者者名名簿簿

事業者名

№ 氏 名
所 属

営業所

資格取得

教習機関

区 分

（該当に○印）

取 得

年月日

１
フォーク クレーン

はい作業

２
フォーク クレーン

はい作業

３
フォーク クレーン

はい作業

４
フォーク クレーン

はい作業

５
フォーク クレーン

はい作業

６
フォーク クレーン

はい作業

７
フォーク クレーン

はい作業

８
フォーク クレーン

はい作業

９
フォーク クレーン

はい作業

フォーク クレーン

はい作業

※提出に際しては各々の資格取得に関する証明（資格者証）の写しを

添付して下さい。
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別紙２

在在 職職 証証 明明 書書

現 住 所

フ リ ガ ナ

氏 名

昭和

生 年 月 日 平成 年 月 日

昭和

就 職 年 月 日 平成

令和 年 月 日

資格取得年月日 年 月 日

職 務 の 内 容

役 職 名

上記の者、技能講習資格取得時に在職していることを証明します。

年 月 日

住 所

事業者名

代表者名 ㊞
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運転免許取得助成事業

予予算算額額 全全トト協協 ９９８８，，７７００００千千円円

茨茨トト協協 ３３９９，，５５００００千千円円

１．対象事業

運転者が各種車両区分に対応するため必要な、以下の運転免許取得に係る費

用等（教習所へ支払った費用）とします。

※※原原則則ととししてて事事業業者者がが負負担担ししたた費費用用をを対対象象ととししまますす。。

①準中型免許（新規） ②準中型免許（限定解除）③中型免許 ④大型免許

⑤けん引免許（中型・大型免許所持者に限る）⑥特例講習の受講

※①、②、⑥については、要件を満たした場合のみ全ト協からも協調補助

がありますが、受付後、要件に該当する場合は当協会よりご連絡致します。

２．助成額

１名あたり免許取得に係る費用（（消消費費税税はは除除くく））の１／２の額（１００円未

満切り捨て）で、限度額は次のとおりとします。

① 準中型（新規） ５０ ０００円 ②準中型（限定解除）３０ ０００円

② 中型 ５０ ０００円 ④大型 １５０ ０００円

⑤ けん引 ５０ ０００円 ⑥特例講習の受講 １００ ０００円

なお、１事業者に対する助成は、８８００００ ００００００円円をを限限度度とします。

３．対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに免許を取得し、支払いが終

了するものとします。

４．実績報告及び助成金の請求

実績報告書に必要事項を記載し、以下の期日までに助成金を請求してく

ださい。

取取得得期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

（添付書類）

・免許取得者名簿（別紙１）・在職証明書（別紙２）

・運転免許証の写し※マイナ免許証の場合にはご相談ください。

・教習所への費用支払いを証明するものの写し（領収書・振込書等）

５．助成条件

・茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降の取得分を対象とします）

・県内の営業所に勤務する従業員を対象とします。

６．その他

・外免切替講習の受講に対し、全ト協より受講費用の１／２ 上限４０ ０００

円 が助成されますので、申請を希望される場合は当協会へご連絡ください。
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年 月 日

運運転転免免許許取取得得助助成成金金交交付付申申請請書書

一般社団法人茨城県トラック協会  
会 長  小 倉 邦 義  殿 

住 所

事業者名

代表者名 ㊞

運転免許取得に係る助成金交付要綱第５条に基づき、関係書類を添え、

助成金の支払いについて下記のとおり請求します。

該当する項目に○印・人数を記入

準中型 新規 名 円限度 名

準中型 解除 名 円限度 名

中型 名 円限度 名

大型 名 円限度 名

けん引 名 円限度 名

特例講習 名 円限度 名

※ 助成額は免許取得費用の 分の 円未満切り捨て とします。

記
 

助成金申請額 円（但し 名分） 
（※消費税は除く） 

 
［振込先銀行］ 銀行 支店 
［口 座 種 別］ 普通  ・ 当座 （○印） 
［口 座 番 号］  

［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］  
 
【添付書類】（１）免許取得者名簿(別紙１) 

 （２）在職証明書(別紙２) 
 （３）免許取得に係る証明(運転免許証)の写し 
 （４）免許取得に係る領収書等の写し 

 
連絡先 担当者名： ： ：  

協会受付印 
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別紙１

運運転転免免許許取取得得者者名名簿簿

事業者名

№ 氏 名
所 属

営業所

免許取得

教 習 所
免許区分

取 得

年月日

１

２

３

４

５

６

７

８

９

※ 提出に際しては各々の免許取得に関する証明（運転免許証）の写し等

を添付して下さい。



-54- -55-

別紙２

在在 職職 証証 明明 書書

現 住 所

フ リ ガ ナ

氏 名

昭和

生 年 月 日 平成 年 月 日

昭和

就 職 年 月 日 平成

令和 年 月 日

職 務 の 内 容

役 職 名

上記の者、免許取得時に在職していることを証明します。

年 月 日

住 所

事業者名

代表者名 ㊞
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トラック運転者の定期健康診断受診助成事業

予予算算額額 ４４８８，，００００００千千円円

１．対象者

県内の営業所に勤務する運運転転者者とします。

２．助成額

１名あたり ３３ ００００００円円

助助成成人人数数はは、、会会費費請請求求台台数数をを限限度度とします。

３．対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに定期健康診断を受診し、支

払いが終了するものとします。

４．実績報告及び助成金の請求

実績報告書に必要事項を記載し、以下の期日までに助成金を請求してく

ださい。

受受診診期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

（添付書類）

・定期健康診断受診者名簿（必要項目の記載があれば 等での作成可）

・受診人数および１名当たりの受診料が確認できる書類（請求明細書等）

・支払いを証明するものの写し（領収書・振込書等）

５．助成条件

茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降の受診分を対象とします）
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年 月 日

定定期期健健康康診診断断受受診診助助成成実実績績報報告告書書

（（助助成成金金交交付付請請求求書書））

一般社団法人茨城県トラック協会  
会 長  小 倉 邦 義  殿 

住 所

事業者名

代表者名 ㊞

トラック運転者の定期健康診断検査助成金交付要綱第５条に基づき、関係書類

を添え、助成金の支払いについて下記のとおり請求します。  

記

助成金請求額 円（但し 名分）

 
 

［振込先銀行］ 銀行 支店 

［口 座 種 別］ 普通  ・ 当座 （○印） 

［口 座 番 号］  

［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］  

【添付書類】（１）定期健康診断受診者名簿 別紙

（２）受診人数および１人当たりの受診料が確認できる書類

（請求明細書等）

（３）支払いを証明するものの写し 領収書・振込書等

連絡先 担当者名： ： ：

協会受付印 
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別紙

定定期期健健康康診診断断受受診診者者名名簿簿

事業者名

代表者名 ㊞

定期健康診断検査助成申請に関し、以下の者が当社に勤務し運転に従事する従業員で

あり、定期健康診断を受診したことを証明します。

№ 氏 名 受診医療機関名 受診年月日 助成金額

１ 年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

合 計 円
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脳ＭＲＩ健診受診助成事業

予予算算額額 ２２，，５５００００千千円円

１．対象者

県内の営業所に勤務する原原則則４４００歳歳以以上上のの運運転転者者とします。

２．助成額

１名あたり １１００，，００００００円円

助助成成人人数数はは、、１１事事業業者者３３００名名をを限限度度ととしし、、１１名名ににつつきき１１回回限限りりととししまますす。。

３．助成対象検査・医療機関

Ｐ ６０の「助成対象医療機関一覧表」に記載の検査・医療機関とします。

４ 対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに検査を実施し、支払いが終

了するものとします。

５．助成手続きの流れ

● 事前確認

① 助成されるかどうか、茨ト協へ確認して下さい。

● 申込・受付

② 茨ト協へ「健診受診申込書」 様式１ を提出して下さい。（ＦＡＸ可）

③ 決定した受診日が記入された「健診受診申込書」 様式１ を茨ト協よ

り送付します。

● 受診

④ 健診に係る問診票が脳ＭＲＩ健診支援機構より届きます。

⑤ 決定した日時で脳ＭＲＩ健診を受診して下さい。

※医療機関窓口での支払いは不要です。

⑥ 後日、検査結果が医療機関より送付されます。

⑦ 脳ＭＲＩ健診支援機構より請求書が送付されますので、内容をご確認

の上、指定期日までに指定口座へ健診費用をお支払い下さい。

● 実績報告及び助成金の請求

⑧ 「実績報告書」（様式２ 及び「受診者名簿」（別紙）を、以下の期

限までに茨ト協に提出して下さい。 「健診費用明細書の写し」と「支

払いを証明するものの写し（領収書・振込書等）」を必ず添付してくだ

さい

受受診診期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

６．助成条件

・茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降に実施した検査を対象とします）

申請を希望される場合は、当協会へご連絡ください
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助助成成対対象象医医療療機機関関一一覧覧表表

令和７年５月現在

№ 医療機関名 住 所 電話番号

１ 水戸済生会総合病院 水戸市双葉台

水戸ブレインハートセンター 水戸市青柳町

聖麗メモリアル病院 日立市茂宮町

聖麗メモリアル高鈴 日立市高鈴町

脳神経外科ブレインピア南太田 常陸太田市谷河原町

県南病院 土浦市中

丸野医院 取手市稲

脳神経外科ブレインピア桜ヶ丘 東茨城郡茨城町奥谷

古河総合病院 古河市鴻巣

協和中央病院 筑西市門井

土浦協同病院なめがた地域医療センター 行方市井上藤井

聖麗メモリアルひたちなか ひたちなか市馬渡

脳神経外科ブレインピアひたちなか ひたちなか市馬渡

白十字総合病院 神栖市賀
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様式１

一般社団法人茨城県トラック協会会長 殿
年 月 日

住 所

事業者名

代表者名 ㊞

担当者名

電話番号

脳脳ＭＭＲＲＩＩ健健診診受受診診申申込込書書

脳ＭＲＩ健診受診助成金交付要綱第５条に基づき、下記のとおり申込みます。

記

№
（フリガナ）

氏 名・生年月日

受 診 希 望

医療機関№
第１希望日 第２希望日

決定受診日

（機構記入欄）

１

（ フリガナ）

西 暦 年 月 日 生

月 日（ ）

ＡＭ・ＰＭ

月 日（ ）

ＡＭ・ＰＭ

月 日（ ）

時 分

２

（ フリガナ）

西 暦 年 月 日 生

月 日（ ）

ＡＭ・ＰＭ 
月 日（ ）

ＡＭ・ＰＭ 
月 日（ ）

時 分

３

（ フリガナ）

西 暦 年 月 日 生

月 日（ ）

ＡＭ・ＰＭ 
月 日（ ）

ＡＭ・ＰＭ 
月 日（ ）

時 分

４

（ フリガナ）

西 暦 年 月 日 生

月 日（ ）

ＡＭ・ＰＭ 
月 日（ ）

ＡＭ・ＰＭ 
月 日（ ）

時 分

５

（ フリガナ）

西 暦 年 月 日 生

月 日（ ）

ＡＭ・ＰＭ 
月 日（ ）

ＡＭ・ＰＭ 
月 日（ ）

時 分

＊受診希望医療機関は、別紙「助成対象医療機関一覧表」よりお選び下さい。

一般社団法人運転従事者脳ＭＲＩ健診支援機構 御中

上記のとおり申込みがありましたので、健診受診手続きをお願い申し上げます。

一般社団法人茨城県トラック協会会長

協会受付印 
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様式２

年 月 日

脳脳ＭＭＲＲＩＩ健健診診助助成成実実績績報報告告書書

（（助助成成金金交交付付請請求求書書））

一般社団法人茨城県トラック協会  
会 長  小 倉 邦 義  殿 

住 所

事業者名

代表者名 ㊞

脳ＭＲＩ健診受診助成金交付要綱第６条に基づき、関係書類を添えて助成金の支払い

について下記のとおり請求します。

記

 

助成金請求額 円（但し 名分）

 
 

［振込先銀行］ 銀行 支店 

［口 座 種 別］ 普通  ・ 当座 （○印） 

［口 座 番 号］  

［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］  

 
【添付書類】

（１）脳ＭＲＩ健診受診者名簿 別紙

２ 健診費用の請求書の写し 
３ 支払いを証明するものの写し 領収書・振込書等  

連絡先 担当者名： ： ：

協会受付印 
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別紙

脳脳ＭＭＲＲＩＩ健健診診受受診診者者名名簿簿

事業者名

代表者名 ㊞

脳ＭＲＩ健診助成申請に関し、以下の者が当社に勤務し運転に従事する４０歳以上の

従業員であり、脳ＭＲＩ健診を受診したことを証明します。

№ 氏 名 受診医療機関名 受診年月日 助成金額

１ 年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

合 計 円
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転落災害防止用昇降設備導入促進助成事業

予予算算額額 １１，，００００００千千円円

１．助成対象

県内の営業所に新たに導入する、単単体体のの昇昇降降設設備備とします。

なお、中古品および車両に装着されている昇降設備（ステップ・グリップ等）

は対象外とします。

２．助成額

１台あたり取得価格（（消消費費税税はは除除くく））の２分の１で１０，０００円を限度（１

００円未満切捨て）とし、１事業者あたり１００，０００円を限度とします。

※県内を統括する支店・本社等は、県内営業所分を取り纏めの上、ご申請く

ださい。

３．対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに導入し、支払いが終了する

ものとします。

４．実績報告及び助成金の請求

実績報告書に必要事項を記載し、以下の期日までに助成金を請求してく

ださい。

導導入入期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

（添付書類）

・請求明細書等（品名が分かるもの）

・支払いを証明するものの写し（領収書・振込書等）

・昇降設備の仕様書または画像

５．助成条件

茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降に導入した設備を対象とします）



-65-

年 月 日 
 

転転落落災災害害防防止止用用昇昇降降設設備備導導入入助助成成金金交交付付請請求求書書  
 
 
一般社団法人茨城県トラック協会  

会 長  小 倉 邦 義  殿 
 

住 所 
事業者名 
代表者名 ㊞ 

 

転落災害防止用昇降設備導入助成要綱第４条に基づき、関係書類を添え、助

成金の支払いについて下記のとおり請求します。  
 

記 

助成金請求額 円（請求台数 台分） 
※消費税は除く・１００円未満切捨て

 

１．導入営業所名 営業所 台分 
営業所 台分 
営業所 台分 

 
２．製品名・導入日 

           ・  年 月 日 
 
３．振込先口 座 

 銀行 支店 
 ［預金口座］ 普通 ・ 当座 （○印） 
 ［口座番号］  

 ［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］  
 
【添付書類】（１）請求明細書および領収書の写し  

 （２）昇降設備の仕様書または画像  
 

連絡先 担当者名： ： ：  

協会受付印 
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テールゲートリフター特別教育及びインストラクター養成講座受講助成事業

予予算算額額 ３３５５００千千円円

１．助成対象

県内の営業所の従業員が、各教習機関等の実施するテールゲートリフター特

別教育、インストラクター養成講座を受講したものとします。

なお、講師等を委託し事業者が行った集合教育については、助成の対象外と

します。

２．助成額

１名あたり

①テールゲートリフター特別教育 上限３，０００円

※受講費用 税抜き の４分の１、１００円未満切捨て

②インストラクター養成講座 １０，０００円

３．対象期間

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに受講し、支払いが終了する

ものとします。

４．実績報告及び助成金の請求

実績報告書に必要事項を記載し、以下の期日までに助成金を請求してく

ださい。

受受講講期期間間 申申請請期期限限

４４月月１１日日 火火 ～～ ８８月月３３１１日日 日日 １１００月月３３１１日日 金金

９９月月１１日日 月月 ～～１１１１月月３３００日日 日日 １１月月 ９９日日 金金

１１２２月月１１日日 月月 ～～ ３３月月１１５５日日 日日 ３３月月１１６６日日 月月

（添付書類）

・受講者名簿（別紙１）

・在職証明書（別紙２）

・受講費用の支払いを証明するものの写し（領収書・振込書等）

・修了証の写し

５．助成条件

茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降の受講分を対象とします）
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年 月 日

テテーールルゲゲーートトリリフフタターー特特別別教教育育及及びび

イインンスストトララククタターー養養成成講講座座受受講講助助成成金金交交付付申申請請書書

一般社団法人茨城県トラック協会  
会 長  小 倉 邦 義  殿 

住 所

事業者名

代表者名 ㊞

テールゲートリフター特別教育及びインストラクター養成講座受講に係

る助成金交付要綱第４条に基づき、関係書類を添え、助成金の支払いにつ

いて、下記のとおり請求します。

該当する項目に○印・人数を記入

テールゲートリフター特別教育 名 円限度 名

インストラクター養成講座 名 円 名

記

助成金申請額 円（但し 名分） 

 
［振込先銀行］ 銀行 支店 
［口 座 種 別］ 普通  ・ 当座 （○印） 
［口 座 番 号］  

［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］  
 
 
 
【添付書類】（１）受講者名簿(別紙１) 

 （２）在職証明書(別紙２) 
 （３）資格取得に係る領収書の写し  
 （４）修了証の写し 

 
 
 
 
連絡先 担当者名： ： ：  

 

協会受付印 
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別紙１

テテーールルゲゲーートトリリフフタターー特特別別教教育育・・イインンスストトララククタターー養養成成講講座座

受受講講者者名名簿簿

事業者名

№ 氏 名
所 属

営業所

区 分

（該当に○印）

受 講

年月日

１ 特別教育・養成講座

２ 特別教育・養成講座

３ 特別教育・養成講座

４ 特別教育・養成講座

５ 特別教育・養成講座

６ 特別教育・養成講座

７ 特別教育・養成講座

８ 特別教育・養成講座

９ 特別教育・養成講座

特別教育・養成講座

※提出に際しては各々の受講証明書等の写しを添付して下さい。
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別紙２

在在 職職 証証 明明 書書

現 住 所

フ リ ガ ナ

氏 名

昭和

生 年 月 日 平成 年 月 日

昭和

就 職 年 月 日 平成

令和 年 月 日

受 講 年 月 日 年 月 日

職 務 の 内 容

役 職 名

上記の者、受講時に在職していることを証明します。

年 月 日

住 所

事業者名

代表者名 ㊞
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運転記録証明書発行助成事業

申請の承諾をした在籍１年間以上の運転者の運転記録証明書（過去５年・３年又

は１年間の交通違反、交通事故、運転免許の行政処分の記録について証明）の申請

手数料について、助成（発発行行料料６６７７００円円をを無無料料）するものです。

１．申請条件と注意事項

①県内の営業所に勤務する運運転転者者を対象とします。

②申請にあたっては、本人の同意を得て申請してください。

③１事業者最大５０名（会費請求車両数が限度）までとします。

但し、会費車両台数が１００両以上の場合は、１００名を限度とします。

※上限枚数に達するまで申請可能です。

④令和７年４月１日～令和８年３月１３日 助成期間最終営業日 までに必ず

申請してください。

※令和８年３月１６日から３月３１日までの期間は助成対象外となります

ので、予めご了承ください。

⑤茨ト協に加入し、会費の未納がない会員とします。

但し、利用運送事業のみ許可の事業者は対象外です。

２．申請方法

①会員専用の申請用紙に必要事項を記載の上、自動車安全運転センター茨城県

事務所へ申請して下さい。（郵送または窓口へ持参）

※会員専用の申請用紙は、自動車安全運転センター茨城県事務所・トラック

協会ホームページ・茨城トラック情報（３月号）より入手してください。

３．申請先

自動車安全運転センター茨城県事務所

〒３１１－３１１６

東茨城郡茨城町長岡３７８３－３

（茨城県警察運転免許センター内）

ＴＥＬ０２９－２９３－８８２２・８８２３

ＦＡＸ０２９－２９３－８０１４
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運転者適性診断受診助成事業

１．助成対象

安全運転にとって必要な運転者の心理・生理の特性を科学的に測定するため

の、県県内内のの営営業業所所にに勤勤務務すするる運運転転者者が受診する、以下の適性診断とします。

種類 対象

一般診断 任意

初任診断 新たに採用された者

適齢診断 ６５歳以上の者

２．助成額 （単位：円）

種別 診断料金 受診者負担額 協会助成額

一般診断 ２，４００ １，０００ １，４００

初任診断 ４，８００ １，０００ ３，８００

適齢診断 ４，８００ １，０００ ３，８００

３．対象期間（※受診対象期間の対象期間内最終営業日実施分まで）

令和７年４月１日から令和８年３月１５日までに受診したものとし、ナスバ

ネット機器による受診も助成の対象とします。なお、令和８年３月１６日から

３月３１日までの期間は助成対象外となりますので、予めご了承ください。

４．受診対象機関

認定機関 一般診断 初任診断 適齢診断

独 自動車事故対策機構 茨城支所

茨城県水戸市泉町 〇〇 〇〇 〇〇

独 自動車事故対策機構 栃木支所

栃木県宇都宮市大通り 〇〇 〇〇 〇〇

大宮自動車教習所

茨城県常陸大宮市下村田

・

〇〇 〇〇 〇〇

とちぎ安全教育センター

栃木県鹿沼市流通センター 〇〇 〇〇 〇〇

一社 茨城県トラック協会

茨城県水戸市見川町 〇〇 ×× ××
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管理・監督者（運行管理者・整備管理者）講習助成事業

県県内内のの営営業業所所にに勤勤務務すするる管管理理者者がが受受講講すするる、、下記の管理・監督者講習について、

受講料を全額補助いたします。

（講習を予約する際に、会員である旨をお申し出ください）

助成対象期間 令和７年４月１日から令和８年３月１５日

※指定機関の対象期間内最終営業日実施分までとします。

なお、令和８年３月１６日～３月３１日までの期間は助成対象

外となりますので、予めご了承ください。

①運行管理者一般講習 ※基礎講習は助成対象外とします。

下記の指定機関で受講されたものに限ります。

◆ 独 自動車事故対策機構 茨城支所

茨城県水戸市泉町 第 中央ビル 階

◆ 独 自動車事故対策機構 栃木支所

栃木県宇都宮市大通り 明治安田生命宇都宮大通りビル 階

◆大宮自動車教習所

茨城県常陸大宮市下村田  
・  

◆とちぎ安全教育センター

栃木県鹿沼市流通センター とちぎ流通センター連合会館内

②整備管理者研修

今年度の日程等につきましては、後日ご案内いたします。

なお、茨城運輸支局が主催し県内で受講されたものに限ります。
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ｅラーニングによる運行管理者等一般講習助成事業

１．助成対象

茨城県内の営業所において選任している運行管理者等が受講する、独立行政

法人自動車事故対策機構が提供するｅラーニング方式による運行管理者一般講

習とします。

２．助成額

受講料の全額（１名あたり３，２００円）

但し、講習テキストの送料等は助成対象外とします。

３．対象期間

令和７年６月１日から令和８年３月１５日までに受講が修了し、支払いが完

了するものとします。

４．実績報告及び助成金の請求

実績報告書に必要事項を記載し、令和８年３月１６日までに助成金を請求し

てください。

（添付書類）

・受講者名簿 別紙１

・在職証明書 別紙２

・講習費用の領収書の写し

・修了証明書の写し

なお、領収書には会社名と受講者名の記載を必須とします。

５．助成条件

茨ト協に加入し、かつ、会費の未納がない会員とします。

（入会以降の受講を対象とします）



年 月 日

ｅｅララーーニニンンググにによよるる運運行行管管理理者者等等一一般般講講習習受受講講実実績績報報告告書書

（（助助成成金金交交付付請請求求書書））

一般社団法人茨城県トラック協会  
会 長  小 倉 邦 義  殿 

住 所

事業者名

代表者名 ㊞

ｅラーニングによる運行管理者等一般講習受講助成金交付要綱第５条に基づき、関係

書類を添えて助成金の支払いについて下記のとおり請求します。

記

 

助成金請求額 円（但し 名分）

 
 

［振込先銀行］ 銀行 支店 

［口 座 種 別］ 普通  ・ 当座 （○印） 

［口 座 番 号］  

［口
フ

座
リ

名
ガ

義
ナ

］  

 
【添付書類】（１）受講者名簿 別紙１

（２）在職証明書 別紙２

（３）講習受講に係る領収書の写し

（４）修了証明書の写し 

連絡先 担当者名： ： ：

協協会会受受付付印印  

-74--74-



別紙１

ｅｅララーーニニンンググにによよるる運運行行管管理理者者等等一一般般講講習習受受講講者者名名簿簿

事業者名

№ 氏 名 修了年月日 助成金額

１ 年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

年 月 日 円

合 計 円

-74- -75-



別紙２

在在 職職 証証 明明 書書

現 住 所

フ リ ガ ナ

氏 名

昭和

生 年 月 日 平成 年 月 日

昭和

就 職 年 月 日 平成

令和 年 月 日

修 了 年 月 日 年 月 日

上記の者、講習修了時に在職していることを証明します。

年 月 日

住 所

事業者名

代表者名 ㊞
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安全運転研修受講助成事業

安安全全運運転転中中央央研研修修所所にによよるる研研修修

１．研修内容

・開催場所 安全運転中央研修所（ひたちなか市新光町６０５－１６）

・研修課程 普通貨物自動車運転者課程（１泊２日）

・資 格 準中型免許（５ｔ限定及びＡＴ限定は不可）以上を有すること

・予定人員 各回３３名（年３回開催）

２．助成額

受受講講料料全全額額（（４４７７ ６６００００円円）） ※食事代は個人負担

３．研修日程・申込

各回の締切までに、所属支部へお申込みください。 第１回は終了しました

・第２回 令和７年８月２３日 土 ～２４日 日 支部締切 ７月２３日 水

・第３回 令和８年２月１４日 土 ～１５日 日 支部締切 １月１４日 水

全全トト協協ドドラライイババーー等等安安全全教教育育訓訓練練助助成成制制度度

１．対象事業

全日本トラック協会が指定する安全運転教育訓練

（申込の詳細につきましては、協会までお問合せください）

２．助成額

受講料全額（全ト協・茨ト協の助成）

・特別研修（２泊３日） 全ト協より 受講料総額の７７割割

（Ｇマーク認定事業者は全額）

茨ト協より 差差額額全全額額

・一般研修（１泊２日） 全ト協より 定定額額１１００ ００００００円円

茨ト協より 差差額額全全額額

３．注意事項

１事業者あたりの助成枠は原則２名までとし、全ト協の予算額に達した時点

で終了となります。
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中小企業大学校講座受講促進助成制度

１．助成対象者

会員事業者のうち、中小企業者（資本金３億円以下または従業員３００人以

下）の経営者、後継者および管理者の方

２．助成金額

受講料の１／３とし、全ト協からも同額の補助があります。

※国、自治体、他団体等からの助成金の合計が受講料の２ ３を超える場合

は全ト協分は対象外

３．助成対象講座

トップのための経営戦略、経営企画等に関する講座 等

４．申込み

申込の詳細につきましては、協会までお問合せください。

また、各大学校および対象講座等につきましては、全ト協ホームページをご

参照下さい。
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